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小項目１  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

企業支援ネットワークの中心的機関として、研究開発、技術支援、事業化支援、人材育成、連携交流の５本の柱で、基礎研究から事業化までの一連の支援に取り組むことにより、県内産業と科学技術

の振興及び豊かで質の高い県民生活の実現を図る。 

１ 新たな成長産業の創出と社会課題の解決に向けた研究開発 

社会の在り方に大きな影響を及ぼす先端技術が、今後多様な産業や社会生活に急速に浸透する。併せて、カーボンニュートラルの実現に向けて、モビリティの電動化や再生可能エネルギーの普及が

加速するとともに、サーキュラーエコノミーに向けた経済活動のパラダイムシフトが見込まれる。こうした Society 5.0 やＳＤＧｓの取組における中核的な技術をはじめとして、持続可能な健康長寿
社会の実現に資するライフサイエンス分野など、様々な社会課題の解決や県民生活の向上につながる研究の開発を推進する。 

また、基礎研究、応用研究、実用化研究に切れ目なく取り組み、知的財産を創出するとともに、その研究シーズを企業等の新技術や新サービスの開発に結びつける。 

スタートアップやベンチャー企業の創出を推進し、県内産業の新陳代謝を促すことで、新たな成長産業の創出と、イノベーション・エコシステムの構築に取り組む。さらには、創出したベンチャー
企業に対する出資を目指す。 

一方、県内企業等が直面する事業環境の急速な変化に対応するため、将来的に不可欠となる技能のデジタル化やデータ活用、先端技術における重要部素材の開発など、新たな基盤的課題への研究に

取り組む。 

特に、ライフサイエンス分野における有望技術について、事実上の国際標準となり得る評価法の開発研究を推進し、企業等の新たな技術や製品の信頼性の向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 

１ 新たな成長産業を創出する研
究開発 

神奈川県が中心となって進める
「京浜臨海部ライフイノベーショ
ン国際戦略総合特区」と「さがみ

ロボット産業特区」を両輪とした
新市場・新産業の創出につなげる
研究開発を重点的に実施する。 

大学等の有望な研究シーズを企業
等への技術移転などにつなげる
「プロジェクト研究」、Society 5.0

やＳＤＧｓ等の開発ニーズへの支
援充実を図る「重点課題研究」を
行うことにより、大学等の研究シ

ーズと企業等の開発ニーズの双方
向から研究成果の社会実装を図っ
ていく。研究分野としては、ライ

フサイエンス、エネルギー、環
境、新素材、ロボット、生産技術
等を重視して取り組む。 

特に、ライフサイエンス分野の
研究については、第一期中期計画
期間に開発した抗菌・抗ウイルス

や食品分野に対する評価法におけ
る知見を活かし、新たに創薬や新
規医療のための物質や細胞等の有

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 

１ 新たな成長産業を創出する
研究開発 

大学等の有望な研究シーズを
育成し企業等への技術移転につ
なげる「プロジェクト研究」、県

の施策に密接に連係し、Society 

5.0やＳＤＧｓ等の将来的な社会
的課題に対応する「重点課題研

究」を推進し、研究シーズと開
発ニーズの双方向から研究成果
の創出とその社会還元に取り組

む。研究分野としては、Society 

5.0が目指す社会を描きながらＳ
ＤＧｓに貢献する産業界を支え

るべく、ライフサイエンス、エ
ネルギー、環境、新素材、ロボ
ット、生産技術等を重視する。 

特に、ライフサイエンス分野
の研究については、抗菌・抗ウ
イルスや食品分野の評価法開発

における研究基盤を活かし、大
学や他研究機関とも協力しなが
ら、新たに創薬や再生・細胞医

療関連について評価法の開発研
究を行う。 

また、産業界の新たな成長分野

 

 

 

 

 

１ 新技術や新製品の開発を促進する研
究開発 

学会等がオンラインのみからハイブリ
ッド開催やオンサイト開催が増えたこと
や、外部資金の活用による後押しで、学

会発表、論文掲載、共同研究を積極的に
実施できた。また、各研究課題におい
て、創出した成果の知的財産化を積極的

に行った。 

令和４年 12 月に定められた第７期神
奈川県科学技術政策大綱において、安

全・安心で豊かな生活・環境を県民が実
感できる地域社会実現のための重点分野
の一つとして、「環境技術／脱炭素」が

掲げられ、県は、グリーンイノベーショ
ンの促進を施策の柱とした。 

これを受けＫＩＳＴＥＣでも、「シー

ズ育成」、「応用展開」、「事業化支援研
究」の３つのフェーズの研究テーマ４件
を実施する脱炭素化対策事業の立ち上げ

に着手した。大学発の研究テーマとＫＩ
ＳＴＥＣ技術部が協働により早期に事業
化へ結びつける体制・事業構成を検討

し、令和５年度の予算獲得につながっ
た。 

ライフサイエンス分野の研究につい

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

 

【成果創出】 

外部資金を活用して各プロジェクト

がそれぞれのフェーズにおいて活発な
研究活動を推進し、学会発表や論文投
稿を積極的に行ったことにより、成果

創出実績件数について目標を上回るこ
とができた。また、学会等がオンライ
ンのみからハイブリッド開催やオンサ

イト開催が増えたことも目標件数の達
成の後押しとなった。 

国の大型外資などで整備した殿町拠

点において関係する各研究機関及び団
体がリソース、ノウハウを持ち寄り、
新たなイノベーションを創造し続ける

エコシステムを具現化した。 

令和５年度実施の脱炭素化対策事業
は、大学発の研究テーマとＫＩＳＴＥ

Ｃ技術部が協働し開発を進める体制と
した。 

 

【成果普及】 

ライフサイエンス分野の研究につい
て、国立医薬品食品衛生研究所や理化

学研究所と共同で開発した再生医療等

S S 年度計画に記載された事項を

着実に実施し、数値目標６項目

のうち、４項目において大幅に

上回って達成した。また、イノ

ベーション・エコシステムの具

現化により、関係する研究機関

及び団体のリソース、ノウハウ

を取りまとめ、着実に成果を積

み上げたことや、ＫＩＳＴＥＣ

発ベンチャー企業２社が国内大

手企業との連携体制を構築する

など、高い実績を実現してい

る。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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用性を評価するスクリーニング手
法の開発等への展開を図ってい

く。 

また、研究成果の活用を目指す
ベンチャーの創出を支援し、研究

開発資源の好循環によるイノベー
ション・エコシステムの構築に取
り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成果創出実績件数 】 

中期計画期間中 2,605件 

【成果普及実績件数 】 

中期計画期間中 408 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プロジェクト研究 

大学等の有望な研究シーズを育成
し、社会課題の解決や県民生活の
向上に役立てるプロジェクト研究

を推進するため、３段階ステージ
ゲート方式（※１）に沿って、長
期間にわたる研究の運営管理を適

切に行う。 

を創出していくために、研究成
果の活用を目指して設立された

ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企業
の活動も支援していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成果創出実績件数】 

令和４年度中 511件 

【成果普及実績件数】 

令和４年度中 79件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) プロジェクト研究 

・大学等の有望な研究シーズを
育成し、社会課題解決や県民生
活の向上に役立てるプロジェク

ト研究を推進する。 

 

 

 

て、新たに新規医療のための細胞等の有
用性の評価法開発を進め、国立医薬品食

品衛生研究所や理化学研究所と連携し、
再生医療等製品の品質評価に資する手法
を開発した（令和５年６月２日記者発

表）。 

また、研究成果の普及を目的とした、
研究成果サンプルの企業への有償提供を

積極的に行った。また、ＫＩＳＴＥＣ発
ベンチャーの株式会社２社にＫＩＳＴＥ
Ｃが保有する特許の実施許諾を行った。 

ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企業の活動
支援としては、継続的な支援により、松
元「貼るだけ人工膵臓」発の B-MED 株

式会社、福田「再生毛髪の大量調整革新
技術開発」発の株式会社 TrichoSeeds

は、それぞれ国内大手企業との連携体制

を構築した。竹内「人工細胞膜システ
ム」発の株式会社 MAQsys も、大手素
材メーカーと創薬研究ツールの事業化を

目指し、共同プロジェクト契約を締結し
た。 

【成果創出実績件数】 

令和４年度中 650件 

【成果普及実績件数】 

令和４年度中 113件 

 

内訳 

成果創出実績件数 

【学会発表等件数】 

令和４年度中 421件 

【論文等掲載件数】 

令和４年度中 191件 

【特許等出願件数】 

令和４年度中 36件 

【評価新規メニュー数】 

令和４年度中 ２件 

成果普及実績件数 

【橋渡しに係る共同研究等件数】 

令和４年度中 104件 

【ライセンス契約等件数】 

令和４年度中 9件 

 

(1) プロジェクト研究 

・研究シーズから実用化実証まで、14

件のプロジェクト研究を実施し、有望
なシーズの育成を推進した。なお、２

件の研究課題（次世代医療福祉ロボッ
トグループ、再生毛髪の大量調製革新
技術開発プロジェクト）に対して、課

題評価を実施し、事後評価や進捗確認

製品の品質評価に資する手法は、ＫＩ
ＳＴＥＣが再生細胞医療産業の基盤と

して構築・普及しようとする評価法構
築に向けた初の研究成果となった。 

ライセンス契約についてはＫＩＳＴ

ＥＣ発ベンチャーの株式会社２社にＫ
ＩＳＴＥＣが保有する特許の実施許諾
を行い支援したことを評価する。 

また、ライセンス契約に加え、今後
の本格的導出に向けた研究成果の普及
を目的とした、研究成果のサンプルを

企業に有償で数件提供し、企業による
評価を促した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業ごとの評価としては、 

(1) プロジェクト研究 

各プロジェクトにおいて、着実に研
究成果があがっており、貼るだけ人工
膵臓、再生毛髪の大量調製のテーマに

ついては、コーディネーターによる進
捗管理により令和３年度に生まれた２
社のベンチャー企業（B-MED 株式会

社、株式会社 TrichoSeeds）どちらも
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また、京浜臨海部ライフイノベー
ション国際戦略総合特区において

蓄積したプロジェクト研究基盤を
活かして、未病改善や未知のウイ
ルスに関連した新製品に対する新

たな評価法開発研究（※２）を推
進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ３段階ステージゲート方式 

研究シーズに着目し、下記ア、

イ、ウに記載した段階を踏んで、
目的基礎研究から応用開発・事業
化まで一貫した研究開発を推進す

る産学公連携モデル。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３段階ステージゲート方式
（※1）に沿って、新規テーマ
の募集から、ステップアップま

で、適切な研究テーマの公募・
採択、進捗管理を行う。 

 

・研究成果をＫＩＳＴＥＣのコ
ア技術として活用していくた
め、研究シーズ段階から技術部

との連携を図る。 

 

・殿町地区において蓄積してき

たライフサイエンス研究基盤を
活かして、抗菌・抗ウイルスや
未病改善、創薬・再生医療・細

胞医療等に対応した製品を評価
するライフサイエンス系評価法
開発研究（※2）に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ３段階ステージゲート方
式 

ア  戦略的研究シーズ育成事業
（第１段階） 

・令和３年度戦略的研究シーズ

育成事業（第１ステージ）とし

と課題抽出等を行った。また、国立研
究開発法人科学技術振興機構（ＪＳ

Ｔ）主催の新技術説明会（１月 17 日）
や国際ナノテクノロジー総合展（オン
ライン 12/１～２/28、リアル２/１～２/

３）において研究成果である新技術の
紹介を行った。これらに関心を持った
企業・団体延べ 18 件と連絡先を交わ

し、うち２件については個別協議へ至
り、研究成果の普及に繋げることがで
きた。 

・新規研究テーマの公募では、持続可能
な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向け
た研究課題を募集課題として強化し、

令和５年度から開始する「脱炭素化対
策事業」に向けた研究テーマの採択を
行った。 

・令和４年度開始の戦略シーズ育成事業
のひとつである「未知を知る確率的 AI

チップの開発」が、情報・生産技術部

のデータを用いて、切削加工表面の粗
さ精度の推計の研究を行った。 

・殿町地区におけるライフサイエンス研

究推進の原動力である文部科学省「地
域イノベーション・エコシステム形成
プログラム」（平成 30 年９月～令和５

年３月）で進めた２本の事業化プロジ
ェクトの成果により進めたイノベーシ
ョン・エコシステムの具体化が、優良

なロールモデルと評価され、終了評価
における総合評価で、５課題中、唯一
のＳ評価を得た。また、神奈川県が中

心となり進めている大規模ゲノムコホ
ートである「神奈川県みらい未病コホ
ート研究」の研究基盤に株式会社明治

を加え、産官学連携による共同研究
「神奈川県産官学共同 新型コロナウ
イルス抗体価社会調査プロジェクト」

をスタートさせた（11 月４日記者発
表）。また、新たに新規医療のための細
胞等の有用性の評価法開発を進め、国

立医薬品食品衛生研究所や理化学研究
所と連携し、再生医療等製品の品質評
価に資する手法を開発した（令和５年

６月２日記者発表）（再掲）。 

※１ ３段階ステージゲート方式 

 

ア 戦略的研究シーズ育成事業（第１段
階） 

・令和３年度に開始した①～③の研究テ

ーマ３件について審査を実施し、①に

初期の研究ステージからのスタートに
も関わらず、それぞれ国内大手企業と

の連携体制を構築するなど、社会実装
に向けた大きな成果を上げた。 

 

(2)  重点課題研究 
海老名本部のローカル５Ｇ等無線通

信実証環境を活用した次世代無線通信

技術対応研究により、無線ネットワー
クへの常時接続を確保するために改善
すべき重要な技術課題の解決につなが

る、通信空間内の電波分布の把握が可
能となったことを評価する。 

また、ＫＩＳＴＥＣの将来の強みと

なる技術シーズの育成を目指し、主要
４テーマについて研究を実施し、その
うち３テーマが、令和４年 12月に策定

された神奈川県の科学技術政策大綱で
言及された「脱炭素社会の実現」に合
致し、さらに、脱炭素化対策技術枠と

して当該分野の研究テーマを採択し、
シーズの拡充ができたことは、神奈川
およびＫＩＳＴＥＣの将来の方向性を

見据えた迅速な対応ができたとして評
価する。 

 

【課題】 

(1) プロジェクト研究 

プロジェクトごとに異なる研究成果
の社会実装に向けて、多様な個別の取

組を実施する必要があり、業務の効率
化や人的リソースの課題が顕在化して
きている。 

(2) 重点課題研究 
脱炭素化対策事業に位置づけたテー

マは早期事業化を目指しており、成果
の早期創出と事業化に向けた出口戦略
が課題となる。 
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ア 戦略的研究シーズ育成事業
（第１段階） 

県の科学技術政策や産業振興政策
に沿った研究テーマを公募し、研
究シーズを育成する目的基礎研究

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て採択した以下の研究テーマに
ついて、次年度のステージアッ

プに向けた審査を行い、有望と
思われた事業について継続して
支援を行う。 

①光技術を用いた超広帯域テラ
ヘルツオシロスコープの開発 

②ゲノム構築技術による創薬研

究基盤の開発 

③化学ボロフェンによるフレキ
シブル素子の開発 

 

 

 

 

 

 

・令和４年度戦略的研究シーズ
育成事業として第四次産業革命
への対応や事業化を意識して採

択した以下の研究テーマについ
て研究支援を行う。 

④未知を知る確率的ＡＩチップ

の開発 

⑤高重力場における３Ｄプリン
タの超高機能化の研究 

⑥非破壊画像検査用スマートシ
ートの創出 

 

・令和５年度戦略的研究シーズ
育成事業に係る研究テーマにつ
いて、特に、ＳＤＧｓを意識し

たテーマ発掘を考慮して公募・
審査を行い、３件程度新規テー
マとして採択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和４年度実施テーマのう
ち、県の施策との連動性や応用
展開の可能性を評価して、１件

程度、第２段階にステップアッ

ついては、フェムト秒レーザー加工の
効率化や最適化の実現につながる加工

初期過程解明への足がかりをつかむな
ど（６月 23 日記者発表）、テーマの有
望性から令和５年度も継続して支援を

行うこととした。また、②について
は、独自のゲノム合成技術を用いてハ
ンチントン病モデル iPS 細胞を創出

し、創薬のプラットフォーム構築に成
功するなど、順調に研究成果が上がっ
ており、令和５年度から有望シーズ展

開プロジェクトにステップアップさせ
ることとした。③については、化学ボ
ロフェンの駆動可能温度域の拡張を研

究し、完全無機物によるこれまでに無
い高い熱安定性をもつ液晶デバイスの
開発が可能となる知見を得た。 

・令和４年度から④～⑥の新規研究テー
マ３件を立ち上げ、研究代表者の各所
属大学と共同研究契約を締結し、研究

を開始した。 

④については、未知を知る確率的Ａ
Ｉの小型デバイス実装を可能としたほ

か、ＡＩに係る２件の特許出願行っ
た。また、⑤では、遠心機と樹脂プリ
ンタノズルシステムを構築し、⑥で

は、実サンプルに対する非破壊画像検
査を達成するなど、各テーマともに順
調に成果が上がっている。 

・令和５年度に開始する研究課題の公募
（６月 10 日記者発表、８月 19 日締
切）を行い、27 件の応募提案の中から

「徐脈性不整脈の革新的細胞移植治療
開発」「Beyond 5G 対応のセルロース
ナノファイバー製電子基材の創製」「光

ファイバーベース高感度テラヘルツオ
シロスコープの実現」の３件のほか、
脱炭素化対策技術枠として「無機導電

材料のインシリコ設計・探索と創製」
「省電力化に貢献する３Ｄ半導体集積
技術」の２件を加えた合計５件の研究

テーマを採択（２月 17 日記者発表）し
た。なお、この２件の課題について
は、技術部で進める脱炭素化に関わる

テーマとの協働を視野に入れた事業を
設計し、令和５年度より重点課題研究
事業で進めることとした。 

・ゲノム構築技術による創薬研究基盤の
開発については、独自のゲノム合成技
術を用いてハンチントン病モデル iPS

細胞を創出し、創薬のプラットフォー
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イ 有望シーズ展開事業（第２段

階） 

前ステージの研究プロジェクトの
中から、共同研究や特許の取得状

況など成功の目途が得られたもの
について、実用化に向けた応用開
発研究を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プさせる。 

 

 

 

イ 有望シーズ展開事業（第２

段階） 

・下記の研究テーマについて、
実用化に向けた応用研究を実施

する（第２ステージ）。戦略的
研究シーズ育成事業から新規に
ステージアップした、「光スイ

ッチ医療創出」を実施する。 

① 貼るだけ人工膵臓 

② 次世代機能性酸化物材料 

③再生毛髪の大量調製革新技術
開発 

④超分子ペプチドを用いた脳梗

塞の再生医療 

⑤（新規）光スイッチ医療創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ム構築に成功するなど、順調に研究成
果が上がっており、令和５年度から有

望シーズ展開プロジェクトにステップ
アップさせることとした（再掲）。 

イ 有望シーズ展開事業（第２段階） 

・ＫＩＳＴＥＣ溝の口支所、殿町支所、
東工大でプロジェクトを展開した。 

①については、昨年度までに共同研

究先企業へ導出したプロトコルを元
に、量産開発へ向けた課題抽出作業を
進め、探索的臨床試験用のプロトタイ

プデバイスの開発に至った。また、当
プロジェクト発ベンチャー企業への継
続的な支援により国内大手企業との連

携体制を構築した（再掲）。 

②については、開発した負熱膨張材
料について企業との連携により安定な

材料の供給ができる体制を整えるとと
もに、中小企業庁成長型中小企業等研
究開発支援事業(Go-Tech事業)の助成を

受けて、製法の更なる改善や動作温度
範囲の拡大を達成した。また、新しい
負熱膨張材料の開発を行うＪＳＴ戦略

的創造研究推進事業（CREST）にも採
択され、負熱膨張と関連化合物の研究
を促進し、負熱膨張物質の低温相と高

温相が空間的に混在しながら共存する
様子を初めて観測し、その結果に基づ
いて体積収縮を最大化する化学組成を

決定した。研究成果は１月 18日に米国
化学会誌｢Chemistry of Materials｣の
オンライン版（１月 23日記者発表）な

どの論文発表を行った。 

③については、毛包幹細胞の培養や
毛包原基の大量調整に関する研究に取

り組み、生体外で高効率に長毛を生み
出す技術の開発に成功した（10 月 24

日記者発表）。また、当プロジェクト発

ベンチャー企業への継続的な支援によ
り国内大手企業との連携体制を構築し
た（再掲）。 

④については、将来的な創薬化を見
据えた課題解決のため、適切な血管再
生因子の技術を持つ大学との共同研究

に取り組み、動物実験において歩行機
能障害の改善効果や脳損傷への効果を
確認した。 

⑤については、生体の中に入った医
薬品の働きを生体組織の透過性が極め
て高い長波長の光で操作するための基

盤技術開発を目指した研究を実施し
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ウ 実用化実証事業（第３段階） 

前ステージの研究プロジェクトの
中から、企業等との共同研究や外
部資金の獲得状況など、早期実用

化の可能性が高いものについて、
企業等との共同研究の実施、提案
公募型の競争的資金の活用等によ

り、企業への技術移転、事業化等
の成果展開を図る実用化研究を実
施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ライフサイエンス評価法開
発研究事業 

神奈川県のライフサイエンス研究

の中心である殿町を軸として、先

 

 

 

 

 

・令和４年度実施テーマのう
ち、実用化に向けた進捗状況等
を考慮して、１件程度、第３段

階にステップアップさせる。 

 

ウ 実用化実証事業（第３段

階） 

・下記の研究テーマについて、
提案公募型の競争的資金の活用

等により成果展開を図る実用化
研究を実施する（第３ステー
ジ）。 

① 人工細胞膜システム 

② 次世代医療福祉ロボット 

③ 腸内環境デザイン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２ ライフサイエンス評価法
開発研究事業 

・「次世代ライフサイエンス技術

開発」プロジェクトとして、研

た。生体深部における生体分子や遺伝
子の機能解明への展開に期待できる生

命現象を赤色光でコントロールできる
基盤技術を開発した（６月９日記者発
表）。 

・次世代機能性酸化物材料について、開
発した負熱膨張材料の産業化や磁気反
転メモリデバイスの実現に向けた取組

を評価し、令和５年度よりステップア
ップさせることを決定した。 

ウ 実用化実証事業 

・左記の計画通り、３テーマ実施した。 

①については、ＪＳＴ大学発新産業
創出プログラム（START）等、多くの

外部資金を活用した研究や、令和３年
度に設立されたベンチャー企業（株）
MAQsysとの共同研究（４月 28日記者

発表）により、創薬スクリーニングシ
ステムの自動化・効率化を進め、これ
までの研究成果の社会実装に向け一歩

踏み出した。また、細胞センサによる
空気中の匂い物質の検出効率を高め
た。 

②については、力触覚を有する安全
安心な整形外科用骨ドリルの開発を国
立研究開発法人日本医療研究開発機構

（AMED）医療機器等における先進的 

研究開発・開発体制強靭化事業によ
り、小型な実用モデル試作機を製作

し、実用化に向けた試作開発を行った
（３月 13 日記者発表）。また、慶應義
塾大学医学部、同大学病院薬剤部と共

同で気管支喘息・慢性閉塞性肺疾患
（ＣＯＰＤ）治療で使用する薬剤吸入
器に用いる吸入動作モニタリングデバ

イスを開発した（７月 26 日記者発
表）。 

③については、難培養性腸内細菌を

含む腸内細菌の単離や培養方法の開
発、腸内細菌基準株の安定培養方法の
検討、および腸内環境制御基盤技術の

構築に取り組み、腸内細菌の流入を探
知して腸管修復を促進する造血応答の
発見（11 月 18 日記者発表）や、持久

運動パフォーマンスの向上に貢献する
ヒト腸内細菌の探索に成功した（１月
26 日記者発表）。 

※２ ライフサイエンス評価法開発研究
事業 

・次世代ライフサイエンス技術開発プロ

ジェクトでは、令和４年度より新たに
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進的技術や創薬のための評価法を
開発研究し、新規技術の信頼性・

安定性等の基盤確立に貢献する。
同時に、大学や企業、県内外の優
れた評価法を探索し、ライフサイ

エンスに関する評価法及び技術情
報を殿町に集積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重点課題研究 

第一期中期計画期間に整備したロ

ーカル５Ｇ等無線通信環境を活用
し、通信分野等に関連する技術
や、県内中小企業等の生産性向上

等につながる研究開発に、大学や
企業等との共同研究や競争的資金
等を活用して取り組む。特に、さ

がみロボット産業特区で実施する
実証試験で課題となっている通信
面のトラブル解決支援の強化につ

なげる。 

また、自動車産業におけるＥＶシ
フト等、産業構造の転換に直面す

る県内中小企業等を支援するた
め、高強度軽量材料の開発支援な
ど、企業の既存事業の高付加価値

化、新事業の展開につながる新た
な製品やサービス、技術の開発を
重点的に推進する。 

 

究成果の社会還元をめざし、先
進的技術や創薬のためのスクリ

ーニング技術や評価法を開発研
究する。研究テーマとしては、
これまでの予防感染症評価、未

病改善評価に加えて、創薬・再
生医療・細胞医療評価に取り組
む。 

・県内外のライフサイエンスに
関する評価法および技術情報を
探索し、関連情報を集積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重点課題研究 

・産業構造の転換や技術の急進

に直面する中小企業の新分野進
出を促進していくため、ＫＩＳ
ＴＥＣの将来の強みとなる技術

シーズの育成を行う。 

 

 

 

 

 

・令和４年度は、さがみロボッ
ト産業特区で実施する実証試験
で課題となっている通信面のト

ラブル解決支援の強化につなげ
るために、ローカル５Ｇを中心
とする次世代通信技術に対応し

た研究開発を実施する。 

 

 

「創薬・再生医療」の評価方法提供に向
けて、遺伝子配列データベースによる創

薬支援プラットフォームの提供や再生医
療等製品の品質管理に資する手法を開発
した（再掲）。 

 

 

 

・県内外のライフサイエンスに関する評
価法および技術情報を探索し、関連情報
の集積を進め、「感染症予防」におい

て、先行する欧米の規格を参考に、新た
に液状加工品の抗ウイルス性能評価試験
の提供を開始した。また、「未病改善」

においては、令和４年度より企業２社と
ともに、神奈川県と協力して構築した
「未病改善国際評価技術センター」の中

で構想された未病デザイン食プロジェク
トの推進の連携・協力に関する３者協定
を締結した（１月 13 日記者発表）。「創

薬・再生医療」では、かながわ再生・細
胞医療産業化ネットワーク(RINK)へ参
加し、積極的に各企業や研究機関と具体

的な課題の抽出と解決策について議論、
検討を進めた結果、令和５年度からの
RINK 参加企業との共同研究契約締結に

つなげることができた。 

(2)  重点課題研究 

・ＫＩＳＴＥＣの将来の強みとなる技術

シーズの育成を目指し、令和４年度
は、以下の主要４テーマについて研究
を実施した。 

①次世代無線通信技術対応研究 

②ジルコニア（ZrO2）の粒界強度に
関する第一原理計算 

③自動車産業における脱炭素化 

④新規水素貯蔵材料を用いた燃料電
池システムの開発 

・海老名本部のローカル５Ｇ等無線通信
実証環境を活用した次世代無線通信技
術対応研究により、無線通信環境を可

視化することができるシステムについ
て研究を行った。これにより、無線ネ
ットワークへの常時接続を確保するた

めに改善すべき重要な技術課題の解決
につながる、通信空間内の電波分布の
把握が可能となった。また、企業・大

学等と３件の共同研究を実施し、モデ
ルとなるユースケースの開発・提供を
引き続き行った。 
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小項目２ 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

２ 県内企業等の競争力の強化を図る技術支援 

中小企業等が単独では解決できない技術的課題や製品開発等に対して、技術やノウハウを活用した最適な支援を提供することにより、県内企業等の競争力の強化を図り、さらには事業環境の変化へ
の適応を促していく。 

特に、県内中小企業等が抱える潜在的な課題や、将来必要となる技術等を想定し、能動的な解決提案を行うことにより、企業の技術力の向上、競争力の強化を支援する。 

さらに、生産技術の改善や製品開発を支援するために、迅速で精度の高い試験計測の提供に努めるとともに、試験計測サービスのデジタル化や、そのデータを活用した新たなサービスの導入に取り
組む。 

また、オンラインによる相談体制の構築を進め、相談内容のデジタル化、そのデータを活用した新しい支援サービスの開発を目指す。併せて、利用者への遠隔支援や人工知能等を活用した問合せ対
応についても検討を進め、サービス力向上と業務省力化の両立の実現に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサービ

スその他の業務の質の向上に関する
目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

２ 県内企業の競争力の強化を図る
技術支援 

製品開発に伴う性能評価や品質確
認、トラブル発生時の原因究明等、
企業が抱える技術的な課題に対し

て、保有する技術・ノウハウを駆使
し、最適な支援を実施する。具体的
には、信頼性の高い試験・分析デー

タを提供する試験計測、人材や設備
などを活用した技術開発において、
デジタル化とワンストップ支援の体

制構築を進める。さらに、特徴ある
保有設備の仕様や技術支援事例を積
極的に公開するなど、県内中小企業

等の利用を促すことにより、企業の
社会変革への適応や潜在的な課題解
決を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

２ 県内企業が直面する技術的
課題を解決する技術支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 県内企業が直面する技術的課題を
解決する技術支援 

県内製造業の活性化に向けて、ＫＩ
ＳＴＥＣ利用者の拡大を図るため、支
援の入り口となる技術支援専用サイト

を構築した。企業が抱える課題解決に
当たって、専用サイト上でＫＩＳＴＥ
Ｃを活用いただくイメージをわかりや

すく伝えられるよう、支援事例コンテ
ンツを整理・充実し、22件のデジタル
技術開発受託に貢献したほか、来所せ

ずに支援サービスの受付が可能である
ことをホームページ上で積極的にＰＲ
することで、多くの新規利用者を獲得

した。 

また、境界領域や分野横断の技術課
題に係る相談ついて、技術部全体で対

応可能とする技術開発受託によるワン
ストップサービス体制を強化し、企業
が抱える課題の解決に向けたソリュー

ションの提供に向けた取組等により、
個別対応の試験計測サービスから技術
開発受託への転換促進により質の向上

に努めた。 

これらの活動を通じ、新型コロナ禍
や燃料費等物価高騰の影響がある中に

おいて、技術支援の年度計画目標件数
の大幅な減少を食い止め、収入面では
令和３年度を上回る実績を上げたこと

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

昨年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止に配慮しながら、ホ

ームページの支援事例コンテンツを整
理・充実するなど、新規利用者を獲得
する活動を推進した。特に、シミュレ

ーション等のデジタル技術を活用した
支援事例コンテンツは、技術開発受託
の獲得に貢献し、中小企業等が抱える

技術的課題の解決を支援した。 

これらの活動により、技術開発受託
での新規顧客獲得が進み、新規利用者

件数について、目標を達成することが
できた。技術支援件数においては、新
型コロナ禍や燃料費等物価高騰の影響

がある中において、年度計画目標件数
の大幅な減少を食い止め、収入面では
令和３年度を上回る実績を上げたこと

を評価する。 

 

(1) 技術相談 

技術部全体で対応可能とする技術開
発受託によるワンストップサービス体
制の強化や、企業が抱える課題の解決

に向けたソリューションの提供に向け
た取組等により、サービスの質の向上
に努めたことを評価する。 

専用サイトの構築により、ホームペ
ージサーバー内で表示コンテンツの内
部データの連係を図り、機器情報や試

A A 新型コロナウイルス感染症の

影響により、試験計測件数は、

数値目標の水準の約 80％に留ま

ったが、技術支援専用サイトを

構築するとともに、支援事例コ

ンテンツの整理充実等を行った

ことで、多くの新規利用者を獲

得し、数値目標の水準を大幅に

上回って達成した。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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【新規利用者件数】 

中期計画期間中 5,100件 

【技術支援件数】 

中期計画期間中 33,400件 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 技術相談 

情報通信技術を活用し、オンライ
ンによる相談体制を定着させること

で、ワンストップの企業支援並びに
遠隔での企業支援に取り組み、利用
者の利便性向上を図る。また、利用

履歴等の利用者データ管理システム
を導入し、サービス品質や業務効率
の改善を図るとともに、そのデータ

を活用した新しい支援サービスの導
入に取り組む。 

さらに、利用者に対し技術情報を

定期的に提供し、企業が抱える課題
の顕在化に貢献することで、継続的
なサービス利用につなげていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 試験計測・技術開発 

デジタル技術を活用した新たな受

付システム、技術支援サービスなど
を導入し、利用者が来所する必要の
ない支援サービスの充実に取り組

む。例えば、試験計測における画像
データのインターネットを介した提
供や、デジタル技術を活用した問合

せ対応など、効率化や利便性の向上

 

 

【新規利用者件数】 

令和４年度中 980件 

【技術支援件数】 

令和４年度中 6,547 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 技術相談 

・Ｗｅｂ会議システムの活用を
促進し、企業等からの遠隔での

技術相談に効率よく対応する。 

 

 

 

・複数分野にまたがる課題や境
界分野に確実に対応するため、

複数の技術部や担当者で相談内
容を共有する仕組みを構築す
る。 

 

・利用者データの管理システム
を導入する。 

 

 

・利用企業が抱える技術的な課

題の顕在化を図るため、企業の
利用実績等に基づいて関連する
技術情報を提供する。 

 

・（公財）神奈川産業振興センタ
ー等、外部機関と積極的に連携

し、新規利用者の獲得に取り組
む。 

 

 

(2) 試験計測・技術開発 

・試験計測と技術開発受託の受

付手続きの電子化を進め、来所
機会の低減等効率化を図る。 

 

 

 

 

・利用者の利便性の向上を図る

を評価する。また、新規利用者では目
標件数を大きく上回る実績をあげた。 

【新規利用者件数】 

令和４年度中 1,468 件 

【技術支援件数】 

令和４年度中 5,445 件 

 

内訳 

技術支援件数 

【試験計測実施件数】 

令和４年度中 5,264 件 

【技術開発受託件数】 

令和４年度中 181件 

 

(1) 技術相談 

・Ｗｅｂ会議システムを活用し、必要
に応じてオンライン技術相談を実施

した。また、各種相談の取り次ぎに
おいて、迅速かつ正確に対応出来る
よう、電子メールを中心とした対応

を進めた。 

・一括対応可能な所内連絡体制を活用
し、複数分野にまたがる課題に対応

するとともに、項目ごとの請求を一
括請求として経理事務の改善を図る
など、支援サービスの効率化を推進

した。 

・利用者データ管理及び支援業務管理
の統合システム導入に向け、技術支

援推進会議等を通じて検討し、市販
システムの試行に着手した。 

・技術フォーラム等で集積した情報を

活用し、企業が関心を寄せる分野の
支援情報等について、定期刊行物や
メールマガジン等様々な手法により

積極的な情報発信に努めた。 

・（公財）神奈川産業振興センター、
各産業振興財団、各信用金庫等と連

携したオンライン会議や企業訪問に
よる技術相談を月４、５件の頻度で
実施した。 

 

(2) 試験計測・技術開発 

・ホームページの問い合わせフォーム

や電子メールによる技術支援受付へ
の誘導を進め、来所機会の低減を図
った。また、名義使用の所内稟議手

続きにおいて電子データによる確認
手続きに移行し、確認フローのスリ
ム化を図った。 

・一部の試験計測において、画像計測

験料金などのコンテンツ更新事務作業
の効率化を実現した。また拡充した分

析事例・研究成果紹介ページから担当
技術部への相談メールに直接リンクさ
せて利用を促すなど、利便性向上に繋

がる改善を積極的に進めた取組は高く
評価できる。 

 

(2) 試験計測・技術開発 

技術開発受託では、特に、シミュレ
ーション等のデジタル技術を活用した

支援が増加し、技術支援件数増加に寄
与し、中小企業等が抱える技術的課題
の解決に貢献した。 

新型コロナ禍の影響がある中、リピ
ート利用者を含めた技術支援件数は、
実験室の換気等の問題で、ニーズの高

い機器の利用制限や、半導体不足によ
る製品開発の遅れなどの影響により件
数が減少し、目標の 83.2％に留まっ

た。一方で、急激な燃料費等の高騰の
影響を受ける中、受益者負担の適正化
を図り、持続的支援を継続していくた

め、料金改定手順を改正（２月）する
とともに、緊急措置としての料金改定
（次年度４月）作業に尽力したことを

評価する。 

 

【課題】 

(1) 技術相談 

支援要請に対して迅速かつ正確に対
応出来るよう、電話や来所から電子メ

ール主体へと技術相談手段の移行を進
めた一方で、説明不足や認識の違いが
生じないよう、正確かつ丁寧で具体的

な課題解決策を提案するため、案件ご
との応答回数が増え、一件当たりの対
応時間が増加傾向にあり、事務手続き

効率化による対応時間確保が課題であ
る。 

経営支援機関や金融機関との連携を

さらに機能させ、「Innovation Hub」
や技術フォーラムを通じてコロナ禍で
途絶えていた、研究者・技術者等の交

流機会を増やす必要がある。さらなる
新規利用者の獲得に繋げるためには、
こうした連携・交流機会を通じて、経

営支援機関等が有する企業ニーズを的
確に捉えると同時に、技術職員の持つ
コーディネート機能をより一層発揮さ

せていくことが必要である。 
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につながる技術支援サービスの検証
を進め、遠隔支援サービスを構築す

る。 

また、試験計測・技術開発の利用
者を拡大するため、利用者の課題に

対し、ワンストップで最適な試験・
分析法を提案・提供する能動的な解
決策提案型の技術支援を進める。こ

の取組では、技術的な課題と試験計
測・技術開発による解決策をデータ
ベースとして管理、活用することに

より、新たなサービスの提供や利用
者の満足度向上につなげていく。 

加えて、試験・分析データの信頼

性などの品質システムの充実を図る
とともに支援メニューの定期的なス
クラップ・アンド・ビルドを行い、

計画的に利用者のニーズを踏まえた
設備機器を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ため、試験計測における画像デ
ータ等のインターネットを介し

た提供等について検討する。 

 

・利用者の技術的な課題に対し

て、解決策を提案、提供する技
術開発受託を推進する。 

 

・具体的な技術課題と解決策の
事例をデータベースとして蓄積
して所内で共有し、課題解決に

役立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・試験計測機器の保守・更新、
校正管理を適切に実施し、試験

結果の信頼性の向上、維持に努
める。 

・試験計測メニューのスクラッ

プ・アンド・ビルドを推進し、
産業界のニーズに適合するよう
努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新規導入機器やデジタル技術

の活用について、ホームページ
等により広く情報提供すること
で、利用を促進し、技術支援件

数の増加を図る。 

 

 

 

 

 

における画像データ等のインターネ
ットを介した情報提供へ向け、料金

算出方法やデジタルデータの取扱等
の課題抽出を行った。 

・ＫＩＳＴＥＣが有する専門技術、ノ

ウハウを活用して解決策を提案、提
供し、181 件の技術開発受託を実施
した。 

・トラブル対策として実施する破断面
の解析など、一部の技術課題につい
て、解決策の事例の蓄積と所内共有

を進め、複雑化が進む課題に対し
て、技術分野を横断した支援を推進
し、材料解析やトラブル対策、信頼

性評価等を支援した。 

また、機械部品や金型等の耐久性
に関する技術課題やニーズに対し

て、最適な表面設計ソリューション
の提供を目指し、神奈川県内に拠点
を構える製造業者４社等とＫＩＳＴ

ＥＣを含めた６機関による表面設計
コンソーシアムの立ち上げを検討し
た（令和５年７月頃サービス開始予

定）。 

・独自の品質管理マネジメントシステ
ムの運用により、試験結果の信頼性

の向上、維持に努め、内部監査等の
評価結果を水平展開した。 

・産業界のニーズに適合するよう、四

半期ごとに試験計測項目の新設・削
除等、料金表の改定を継続的に実施
した（新設 71件、削除 43件）。 

 また、急激な燃料費等の高騰の影響
を受ける中、持続的支援を継続して
いくために、受益者負担の適正化を

図るため、５年間隔の単価見直しと
していた料金改定手順を改正（２
月）し、緊急措置として、料金算定

基準における単価見直し（次年度４
月）を行った。 

・技術支援・事業化支援に関するホー

ムページ上での構成のリニューアル
を検討し、支援の入り口となる技術
支援専用サイトを構築した（再掲）。

併せて、分析事例・研究成果紹介ペ
ージのコンテンツを増加し、支援メ
ニューＰＲの強化を図った。 

・HP のアンケートフォームを活用
し、試験計測の利用者1,403件を対象
に利用者アンケートを実施した。ア

ンケートの回答件数は、 309 件

 

(2) 試験計測・技術開発 

依頼者の来所を前提とした現行の技
術支援情報システムにおいて、非効率
な手入力作業など課題や改善点が多い

ため、新システムの導入・切替を検
討・試行し、業務を円滑に継続しなが
ら、業務効率の改善を図り、持続性の

ある技術支援情報システムを整えてい
くことが引き続き課題である。 
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（22%）であり、「手続き（96%）・
対応（96%）・知識（97%）・正確さ

（96%）・結果（98%）」のすべての
面で、非常に高い割合で満足して頂
いているという結果が得られた。 
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小項目 3  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開発並びにその事業化に係る支援 

県内企業等の新たな製品やサービスの開発において、企画開発から技術・デザイン・販路開拓、知的財産権の活用まで、一貫した支援を総合的に行うことにより、その事業化を促進する。また、
県内企業等が急速な産業構造の変化に適応できるように、成長分野への事業転換を支援する。特に、データ・デジタル技術・ＩＣＴを活用した支援体制を構築することにより、県内企業等のＤＸへ

の適応を推進し、新たな価値を生み出す事業の創出を促進する。 

一方、研究開発分野における評価法の開発については、事業化できる新たなサービスを生み出していくとともに、既に事業化している抗菌・抗ウイルス評価は、社会的な要請に応えられるよう、
評価体制のさらなる強化を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき

措置 

 （略） 

 

３ 県内企業等の製品及びサービ
スの開発並びにそれらの事業化に
係る支援 

県内企業等による新製品開発等
の事業化を支援するため、初期の
企画段階からデザイナー等の外部

専門家と連携し、開発の各段階に
応じた総合的な一貫支援を実施し
て、競争力の高い製品・サービス

の創出に貢献する。 

特に、デジタル技術や無線通信
技術、高度先端設備等を活用した

製品開発支援や、独自技術やノウ
ハウを活用した評価法による課題
解決などに重点的に取り組み、企

業の事業化を促進する。 

【製品化事業化支援実績件数】 

中期計画期間中 165 件 

【デジタル技術支援件数】 

中期計画期間中 40 件 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合的
な一貫支援 

県内企業等における新たな製品

の開発において、アイデア、概念
などの初期段階からデザイナーや
弁理士等を含めた外部専門家の活

用を促す。 

また、試作段階では、試作加工
支援、性能評価支援といった技術

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと

るべき措置 

 （略） 

 

３ 県内企業等の製品及びサー
ビスの開発並びにそれらの事業
化に係る支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

令和４年度中 31件 

 

 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合
的な一貫支援 

・中小企業等の新規事業の事業

化計画の立案及び実施につい
て、新しい社会的価値につなが
るイノベーション創出の視点に

立って、計画の立案段階から支
援を開始する。さらに、事業化
のスピードアップや成功率の向

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 （略） 

 

 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開
発並びにそれらの事業化に係る支援 

 

企業の開発段階に応じて、技術支援か
ら知財支援やデザイン支援といった事業
化までのさまざまな支援メニューを用意

し、総合的な一貫支援を実施した。新規
にスタートさせた次世代事業創出デザイ
ン支援事業で５件の製品化を支援したほ

か、従前の製品化・事業化支援事業や技
術支援等を活用し、58 件の製品化（う
ち 16 件が製品化済）を支援した。 

 

 

 

 

【製品化事業化支援実績件数】 

令和４年度中 63件 

 

 

 

(1) 開発の各段階に応じた総合的な一
貫支援 

・中小企業等の新規事業の事業化計画の

立案及び実施について、新しい社会的
価値につながるイノベーション創出の
視点に立って、計画立案の段階から支

援を開始するにあたり、新事業「次世
代事業創出デザイン支援事業」を立案
し、次世代を担うロボットを含む幅広

  

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

第二期より特に力を入れて取り組む
項目としてあげている製品化事業化支
援実績件数においては、企業活動への

貢献度と支援実績の見える化を行い、
企業の開発段階に応じて製品化という
出口を意識した支援を実施したこと

で、目標 31 件に対し 63 件と大幅な実
績増につながった。 

 

新規にスタートした次世代事業創出
デザイン支援事業では、企画立案から
計画づくり等の上流工程を支援するこ

とで企業のデザイン経営力の向上や新
たなビジネスモデル、サービスの創出
に貢献した。なお、本事業で実施した

モデルプロジェクト５件中４件から本
格始動するためのフォローアップ要請
を受け、令和５年度も継続的に伴走支

援を行なっている。 

 

市場調査やテストマーケティングに

関わる支援や販路開拓支援の機会の一
つとして、延べ 16 件（11 社）の展示
会出展を支援し、事業化の促進を図っ

た。新型コロナ禍の収束期となって来
場者数が回復してきたこともあり、有
益なテストマーケティングが実施でき

た。 

 

KIP や金融機関と連携して相談に応

S S  企業の開発段階に応じて製品

化を意識した支援を実施したこ

とや、支援対象分野を限定せず

に幅広く支援できるよう事業を

見直したことにより、数値目標

の水準を大幅に上回って達成し

た。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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支援を実施する。 

加えて、製品化・事業化の段階

では、デザインに関わる商品企画
支援や、展示会等を活用した市場
調査など販路開拓支援、開発企業

の利益や商品価値を守る知財戦略
等のコーディネート、コンサルテ
ィングなどを実施し、開発の各段

階に応じた総合的な一貫支援を行
う。 

特に、さがみロボット産業特区

の取組である生活支援ロボット等
の商品化に向け、開発初期段階か
ら専門家のコーディネートにより

共同研究開発等を促進するととも
に、デザイン面から総合的に支援
する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上に貢献できるよう、製品化に
向けた伴走支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・製品開発支援に関わる技術支
援に加え、販路を見据えた商品
企画や、ブランディング、デザ

イン等に関する支援、及び早期
商品化に向けた経営支援等、売
れるモノづくりを目指した総合

的な支援を行い、商品化を促
す。 

 

 

 

・市場にマッチした製品化・商

品化を促すため、製品開発に取
り組む企業が出展する展示会等
において、市場調査やテストマ

ーケティングに関わる助言・提
案等の支援を行い、ユーザーニ
ーズの把握や課題抽出につなげ

る。 

い分野のテーマを対象にモデルプロジ
ェクトを５件の支援を実施した。キッ

クオフとして「先端技術力のある企業
の事業変革 ～デザイン経営はじめの一
歩～」と題して普及啓発セミナーを行

い（計４回）、新製品開発だけでなく、
新たなビジネスモデルや、新たなサー
ビスを含めたイノベーション創出の重

要性を共有した。モデルプロジェクト
においては、特に、次世代を担うロボ
ット等の新事業創出に向けた支援を実

施するために、スタイリングのデザイ
ンだけでなく、サービスデザイン、ビ
ジネスデザインの領域で企画立案から

の上流工程の支援を行った。また、支
援企業に対しデザイン経営力の向上を
含めた、新たなビジネスモデル創出を

支援した。 

 また、製品開発支援に関わる技術支援
として「製品化・事業化支援事業」に

て、製品化支援・事業化支援の促進に
貢献する伴走支援を実施した。具体的
には、製品化支援事業において、９件

（製品開発室利用課題５件・通所課題
４件）の支援（うち２件が製品化済）
を実施した。事業化支援事業において

は、企業の開発段階に応じた新商品等
の開発における事業化支援を実施し７
件の支援（うち１件が製品化済）を実

施した。さらに、試験計測、技術開発
受託等の事業で42件の製品化（うち14

件が製品化済）を支援した。 

・販路を見据えた商品企画や、ブランデ
ィング、デザイン等に関する支援、及
び早期商品化に向けた経営支援等、売

れるモノづくりを目指した総合的な支
援として実施してきた「生活支援ロボ
ットデザイン支援事業」の事業コンセ

プトを活かしながら、支援対象を生活
支援ロボット開発に限定せずに幅広く
支援できるよう事業を見直し、「次世代

事業創出デザイン支援事業」として新
たにスタートさせた。 

・市場調査やテストマーケティングに関

わる支援や販路開拓支援の機会の一つ
として、支援対象企業 11（延べ 16）社
に展示会出展（計３回：スマートファ

クトリーJAPAN2022（10月 19日～21

日）、Japan Robot week2022（10月 19

日～21 日）、テクニカルショウヨコハ

マ 2023（２月１日～３日））を支援

じる伴走型支援や金融機関向けＫＩＳ
ＴＥＣ説明会などの取組により、昨年

度に引き続き、製品化・事業化支援事
業では、信用金庫をはじめ、金融機関
を経由した技術支援要請も増え、事業

化促進・デザイングループ並びに連携
支援コーディネーターを中心に新たな
相談案件の発掘活動を行った。 

 

以上のように、事業化支援部の職員
と技術支援担当部署、支援機関、金融

機関が連携し、開発段階等に応じた支
援を推進した結果、目標を大幅に上回
る実績を得ることが出来た。 

 

【課題】 

成長分野を中心に脱炭素化等の政策

課題の解決にも資する有望テーマ、開
発意欲のある企業の継続的な発掘を着
実に進める必要がある。 

加速する市場拡大と企業の製品開発
スピードに対応していく必要がある。
また、事業計画を踏まえ、技術的課題

解決に向けた技術支援とともに、資金
面の支援にも繋がるよう、外部専門家
や経営支援機関、金融機関との連携が

引き続き必要である。 
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・デザインを活用した新たな価
値創造に取り組むモノづくり中
小企業を支援するための事業の

仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

・支援した中小企業等に対し
て、製品化・事業化等の状況を
フォローアップし、新たに直面

している課題解決のために必要
なコーディネート支援等を提案
する。 

・関係機関や自治体と連携し
て、中小企業等に対する知財相
談を実施する。 

・セミナー等を通じた知的財産
権に関する情報提供、特許・技
術文献等の調査・活用支援を行

う。 

・ＫＩＳＴＥＣの研究成果の社
会実装を促進するため、ＫＩＳ

ＴＥＣ発ベンチャーに対する知
財支援を実施する。 

 

・経営・技術・金融の連携を効
果的に活用し、総合的な中小企
業等の支援ならびに製品化・事

業化の支援に取り組む。 

 

 

 

 

・さがみロボット産業特区の生

活支援ロボット関連技術に係る
実証実験を支援するとともに、
ロボット関連分野の開発課題と

技術シーズを結びつける取組を
実施することにより、企業間の
技術連携を促進する。 

 

 

し、企業製品化・商品化への課題抽出
ができた。 

・次世代事業創出デザイン支援事業を実
施する上で重要となるフォローアップ
（伴走支援）スキームを整理するとと

もに、スキルアップセミナー（再掲 
普及啓発セミナー（４回））の開催を通
じて、製品化・商品化のスタート時に

おけるニーズ把握など、製品開発にお
ける上流工程の重要性を周知するとと
もに、支援における課題を抽出した。 

・これまでに支援を実施したフォローア
ップで県「令和４年度ロボット開発プ
ロジェクト総合支援事業」の委託を受

け、実証実験を含む開発及び事業化に
向けた総合支援を１件実施した。 

 

・INPIT神奈川県知財総合支援窓口等と
連携し、海老名本部において知財相談
（合計 23回、全 53件）を実施した。 

・知的財産権に関する情報提供、特許・
技術文献等の調査・活用支援を目的と
して関係機関と協力し、知財セミナー

を 13 回開催した。 

・ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企業のコア
技術の知的財産権の確保、権利化を進

め、ＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー２社に
ＫＩＳＴＥＣ保有特許の実施許諾を行
うなどの支援を継続した。（再掲） 

・KIP や金融機関と連携した伴走型相談
や金融機関向けＫＩＳＴＥＣ説明会に
取り組み、支援企業の課題共有しなが

ら経営と技術と金融の視点で解決に向
けた連携支援を実施し、８件の課題に
ついてマッチングやＫＩＳＴＥＣ支援

事業、技術支援、連携コーディネート
につなげた。 

・さがみロボット産業特区の生活支援ロ

ボット関連技術に係る実証実験４件
（ドローン、作業補助各２件）を支援
するとともに、実証実施に伴う倫理審

査会を開催し合計６件（迅速審査１件
含む）の審査を実施した。また、生活
支援ロボットの実用化を進めるため技

術連携を促進するオープンイノベーシ
ョンに取り組む神奈川県「さがみロボ
ット産業特区」、KIP、一般社団法人首

都圏産業活性化協会とともに「技術連
携交流会」を開催し、４件の技術マッ
チングを行った。 
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小項目４  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

３ 県内企業等の製品及びサービスの開発並びにその事業化に係る支援 

（略） 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

デジタル設計・解析技術、機械
学習技術等を活用したシミュレー
ション等による支援体制を新たに

構築し、企業におけるＤＸ、製品
開発の効率化や新機能を搭載した
製品の開発を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

・ＩｏＴや３Ｄ試作・加工技術
等を活用した試作開発の期間短
縮支援、３次元ＣＡＤ／ＣＡＥ

による機械部品の設計・応力解
析の活用等による支援、及び工
場の自動化や効率化へのデジタ

ル技術支援等、デザイン開発に
係る技術を活用した効果的なデ
ジタルものづくりの支援を行

う。 

・中小企業等に適した無線通信
技術を実証できる環境を整備

し、無線技術の活用が期待され
る工作機械・ロボット・医療機
器の支援モデルの提供を開始す

る。 

・製品開発の企画段階における
デジタルデータを用いた試作や

シミュレーション等を行える環
境を整備し、事業化支援モデル
の提供を開始する。 

 

 

 

 

 

・中小企業等が新たな事業に進

出する上で、早期に実現性や効
果を検証できる概念実証（Ｐｏ
Ｃ）を実施可能とするため、Ｋ

ＩＳＴＥＣのものづくり機能や
評価機能を活用した概念実証支

第１ 住民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

（略） 

 

(2)  成長分野への参入支援 

ア デジタル技術支援 

・３Ｄ造形による試作や、３次元ＣＡＤ
／ＣＡＥによる機械部品のデジタル設
計および応力解析の活用、電磁界シミ

ュレーション等によるデジタルものづ
くり支援を 22 件（延べ 35 件）実施し
た。 

 

 

 

 

・ローカル５Ｇ等無線通信環境を活用
し、無線技術の活用が期待される工作

機械・ロボットの支援モデルの提供を
開始するとともに、実証環境を利用し
た技術支援を実施した。 

 

・デジタルものづくり支援の強化に向け
て、下記の環境整備を実施した。①に

ついては、令和４年度中の支援実施に
もつながった。 

①材料試験の可視化システム導入 

②半導体製造工程におけるデジタル設
計ＣＡＤ導入 

③顕微鏡デジタルシステム導入 

④遠隔監視システム導入 

⑤データ処理のための RPA導入 

・中小企業等が新たな事業に進出する上

で、早期に実現性や効果を検証できる
概念実証（ＰｏＣ）を実施可能とする
ため、ＫＩＳＴＥＣのものづくり機能

や評価機能を活用した概念実証支援サ
ービスを構築し、９月より公募を開始

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

ＩｏＴ・ＡＩやＤＸなどデジタル技
術分野については、第二期に特に力を

入れて取り組む項目としてあげてお
り、令和４年度も外部資金を活用しな
がら、ラズベリーパイを用いたオンラ

インでＩｏＴを体験学習可能なフォー
ラムとして実施したほか、令和３年度
の（公財）ＪＫＡ事業の成果を人材育

成カリキュラムに反映するなど、人材
育成や技術情報提供に積極的に取り組
んだ。 

また、ＤＸ支援推進事業により、デ
ジタルものづくり支援の強化に向けた
環境整備を実施し、一部のデジタル支

援においては実際の支援実績につなげ
ることができた。これらの新たな取組
と、これまで実施してきた製品の設

計・デザインを含めたデジタルものづ
くり支援を継続して実施することで、
22 件のデジタル技術支援実績に繋がっ

ていることを評価する。 

 

事業化促進研究事業においては、研

究期間最終年度（３年目）の所内報告
会を開催し、意見交換の場を設定する
ことで事業推進に必要なフォローアッ

プ支援につながるよう努めた。最終年
度を迎えた５件全てが、外資獲得や特
許出願、事業拡大といった事業進展に

つながっており、また令和４年度開始
の研究課題でも積極的な成果の発信
（日経新聞（Ｗｅｂ版）への掲載）に

努め、成果を活用した新商品の試験販
売に取り組む事例も得られるなど、複

S 
 

S  デジタルものづくり支援の強

化に向けて環境整備を行い、支

援実績にもつなげたほか、新た

に概念実証（ＰｏＣ）の支援を

実施するなど、数値目標の水準

を大幅に上回って達成した。ま

た、環境整備を実施したことに

より、今後の支援実績増加につ

ながることが期待できる。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 



16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業化促進研究 

新たな成長産業への参入を目指
す中小企業等の開発ニーズに基づ

く技術分野として、ロボット、Ｉ
ｏＴ、エネルギー、ライフサイエ
ンスなどを設定する。 

これらの分野における中小企業
等の事業化を加速するため、研究
課題を公募し、採択した研究につ

いて、開発ニーズを持つ中小企業
等及び研究シーズを有する大学等
と、ＫＩＳＴＥＣの３者による共

同研究を実施する。 

援体制を構築する。 

・神奈川県ＩｏＴ推進ラボの参

画機関の一つであるＩｏＴ研究
会を引き続き運営し、ＩｏＴ関
連技術の普及・交流を促進する

機会を提供することでＩｏＴ・
ＡＩ等の Society 5.0 やデジタ
ル化への展開を見据えた技術開

発活動の活発化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・（公財）ＪＫＡの補助を受け、
令和３年度に実施した「デジタ
ルトランスフォーメーション時

代の企業人材に必要なデータリ
テラシー探求事業」の成果を活
用し、デジタル人材の育成に取

り組む。 

 

 

・ローカル５Ｇ基地局等無線通
信の実証環境の活用によって得
られた技術・ノウハウを活用

し、無線通信やデジタル化に関
する技術支援、共同研究開発を
行うとともに、事例や知見を広

く発信していくことで、中小企
業等における効果的なデジタル
技術導入を促進する。 

イ 事業化促進研究 

・成長が見込まれる産業分野で
ある５Ｇ、脱炭素、カーボンニ

ュートラルを新たな対象分野と
して加え、中小企業等の開発ニ
ーズと大学等の研究シーズを結

び付ける「橋渡し研究」を実施
し、製品化や競争的研究費の獲
得等、事業化への展開を図る。 

 

 

 

 

し、３件の支援を実施した。 

・神奈川県ＩｏＴ推進ラボの活動の一環

として、「CEATEC 2022」でＩＰＡ
（情報処理推進機構）が取り纏める地
方版ＩｏＴ推進ラボの展示に参加する

とともに、公益財団法人ＪＫＡ（以下
（公財）ＪＫＡ）の「公設工業試験研
究所等における人材育成等補助事業」

の支援を受けてＩｏＴフォーラムを３
回（10 月 28 日、Innovation Hub 内の
11月 24日～12月 9日、３月 30日）開

催し、ＩｏＴ関連技術の普及・交流を
促進した。３月 30 日のＩｏＴフォーラ
ムにおいては、ラズベリーパイによる

ＩｏＴをオンラインで体験学習できる
フォーラムとして実施し、中小企業等
の技術者の人材育成を図った。また、

ＩｏＴ推進ラボにおけるネットワーク
認証試験では、継続して企業支援を実
施した。 

・令和３年度の（公財）ＪＫＡ事業の成
果を活用し、「ＩｏＴ・ＤＸに向けたセ
ンサ・デバイス技術セミナー」及び

「サイバーフィジカル生産システムと
制御」、「MI（マテリアルズインフォマ
ティクス）×データサイエンス」を実

施し、研究開発から製造開発にとりく
む各層を対象にデジタル人材の育成に
取り組んだ。 

・ローカル５Ｇ基地局等無線通信の実証
環境を活用し、１件の技術支援と３件
の共同研究を実施し、ローカル５Ｇや

その他の無線通信の必要性や利用形態
の検討など導入前検討や、ローカル５
Ｇ通信環境での評価・検証などユース

ケースの開発・提供を行った。 

 

 

イ 事業化促進研究 

・新規採択課題５件を含む 13 件の課題
（材料等新製品開発 7 件、製造技術開

発６件）について産学公連携事業化促
進研究を実施した。これにより、企業
の事業化ニーズの具現化を促進し、５

件の製品開発を支援した。また、事業
最終年度（３年目）の所内報告会を開
催し、３年間で得られた研究成果と今

後の取組について報告を受け、継続的
な支援を検討する場を新たに設定し
た。これにより、３年目の課題５件に

ついては、次のステップである大型外

数年に渡る段階的な取組により事業化
を促した結果が着実に成果として現れ

てきたことを評価する。 

さらに、新たな社会ニーズに対応
し、新型コロナウイルスを用いた液体

状加工品の抗ウイルス性能評価試験や
マイクロカンチレバー法による曲げ試
験によりセラミックス材料の信頼性評

価につながるサービスの提供を開始で
きたことや、製品使用環境の変化に対
応したものづくりにおける概念の実証

を支援するなど、新たな支援の仕組み
を構築し、支援したことを評価する。 

 

【課題】 

ア デジタル技術支援 

ＩｏＴ人材の育成などにおいては、

オンライン実習の実施が可能になった
ものの、受講者からのフィードバック
から顕在化した改善点もある。それら

改善に取組むとともに、オンラインで
の実習を含むＩｏＴフォーラム等を継
続的に実施するための効率化が課題で

ある。 

また、デジタル技術支援で進めるシ
ミュレーションを活用したデジタル支

援技術のさらなる活用促進が課題であ
る。ＫＩＳＴＥＣ職員の高度なアナロ
グ技術の一部をシミュレーションによ

るデジタル技術で置き換えることで労
働生産性向上を目指す必要がある。 

イ 事業化促進研究 

研究期間終了後も継続的な支援が求
められ、技術部がシーズとニーズを結
びつける新規テーマのコーディネート

実績が伸び悩んでいる。共同研究機関
から評価研究を担う人員の受入を可能
にするなど、研究と支援を効果的に両

立するしくみが必要である。 

ウ 新たな社会ニーズに対応した事業化
支援 

シーズを育てる研究開発や製品評価
等を行う技術支援と新たな分野に進出
する企業を支える人材育成など、様々

な支援メニューを連動させ、新たなニ
ーズに対応した事業化支援を推進して
いく必要がある。 
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研究課題の採択においては、ベ
ンチャー創出の視点、Society 5.0

やＳＤＧｓの実現に向けた方向性
を考慮する。 

中小企業等との共同研究におい

ては、研究資源を有効に活用し、
事業化・製品化を促進する。確実
な成果につなげるため、コーディ

ネート機能を活かした提案公募型
の競争的研究開発資金の獲得も視
野に入れて推進する。 

ウ 新たな社会ニーズに対応した
事業化支援 

社会ニーズの変化に即した新製

品、新サービスの開発等に取り組
む企業について、試作、評価等、
技術面を中心に総合的な支援を実

施する。 

また、研究開発分野で得られる
評価法等を活用し、社会の要請に

応える新たなサービスを提供して
いくとともに、既に事業化してい
る抗菌・抗ウイルス評価は、社会

的な要請に応えられるよう、評価
体制のさらなる強化を図ること
で、企業の事業化を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コーディネーター等の配置に
より、研究機関や大学等とのネ

ットワークを強化して、中小企
業等の技術的課題の解決に結び
付く研究シーズを広く収集す

る。 

 

・競争的研究費の獲得など、事

業化まで伴走型の一貫支援を行
う。 

 

 

 

ウ 新たな社会ニーズに対応し

た事業化支援 

・中小企業等に対して、ＫＩＳ
ＴＥＣのものづくり機能や評価

機能を活用した概念実証の費用
を支援することで、社会ニーズ
の変化に即した新製品、新サー

ビスの開発を促進する。 

・社会ニーズの変化に即した新
製品、新サービスの開発等に取

り組む企業に対して、試作・評
価等、技術面を中心とした総合
的な支援を実施する。 

 

 

 

・企業ニーズに応えて研究開発
した評価法等を活用し、新技術
や新製品の性能評価サービスを

提供することで、企業の製品開
発を支援する。 

サービス提供する評価法は、

以下の３分野とする。 

①ライフサイエンス系性能評価 

②太陽電池性能評価 

③高信頼性セラミックス評価 

・①においては、新型コロナウ
イルスを用いたサービスについ

て、評価対象を板状以外の製品
へ広げていく。 

 

 

 

・②においては、新規太陽電池

の発電性能推定法等新たな性能

部資金の獲得へ向けた取組３件（内１
件が科研費獲得）、特許出願１件、成果

による事業拡大１件の成果を上げた。 

・令和４年度は３名のコーディネーター
を配置し、研究機関や大学等とのネッ

トワークの強化を図った。コーディネ
ーターを中心に積極的に研究機関等へ
の調査・ＰＲを実施し、産学公連携事

業化促進研究 14 件の申請につながっ
た。 

・産学公連携事業化促進研究で実施する

研究課題は、概ね３年以内に国等の競
争的研究資金への応募、獲得を目指
し、当事業の研究期間終了後も継続し

て共同研究を行い、事業化を目指した
支援を実施した。 

ウ 新たな社会ニーズに対応した事業化

支援 

・中小企業等に対して、９月より公募を
開始した概念実証事業において３社の

課題についての試作を支援し、新製
品、新サービスの開発を促進した。 

 

 

・３Ｄ-ＣＡＤ、シミュレーション、ロ
ーカル５Ｇ等の次世代無線技術等を活

用したデジタル支援技術を拡充し、新
サービスの開発を目的とし、大学・企
業等との共同研究に取り組むととも

に、技術開発受託において設計、試
作、評価を中心とした総合支援を実施
した。 

・企業等が進める新技術の事業化を促進
するために、ＫＩＳＴＥＣが自ら開発す
るなどの強みを持つ３つの分野につい

て、評価法による性能評価等サービスを
提供し、企業の製品化を支援した。 

 

 

 

 

 

・ライフサイエンス系性能評価では、新
型コロナウイルスを用いた液体状加工品

の抗ウイルス性能評価試験の提供を開始
した。また、食品機能性評価において、
藻抽出物の高脂肪食摂取による体重増の

抑制効果について、県内中小企業と共同
研究を行った。 

・太陽電池性能評価では、獲得した外部

資金を活用し、新規太陽電池の発電性能
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【デジタル技術支援件数】 

中期計画期間中 40 件 

評価法を開発する。 

 

・③においては、製造プロセス
の可視化や機械的特性を支配す
る内部構造を観測する新たな評

価方法の標準化に取り組む。 

 

 

【デジタル技術支援件数】 

令和４年度中 8件 

推定法等新たな性能評価法の開発を進め
た。 

・製造プロセスの可視化や機械的特性を
支配する内部構造を観測する新たな評価
方法の標準化に取り組み、高信頼性セラ

ミックス評価では、マイクロカンチレバ
ー法による曲げ試験の提供を開始した。 

 

【デジタル技術支援件数】 

令和４年度中 22件 
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小項目 5  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

４ イノベーションを推進する人材の育成 

産業を取り巻く環境の変化が激しく、社会課題が複雑化しているなか、企業においては、多様な人材を育成し、新たな価値を生み出すことのできる体制を構築することが重要である。 

そのため、Society 5.0 やＤＸの推進における基礎的なリテラシーであるデジタルの知識やそれを活用できる人材はもとより、将来的にものづくりの中核を担う人材、先端領域の研究開発を担う人材

など、イノベーションを推進することのできる人材を育成する。 

多様な人材の育成においては、産学が連携したセミナーや研修を組み合わせることにより、様々な組織が協創できる機会を創出し、有機的な連携体制を構築していく。 

また、これからのイノベーションを担う創造的な人材を育むために、小中学生等を対象に、科学技術の理解増進に向けた活動に取り組む。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

４ イノベーションを推進する人
材の育成 

ＳＤＧｓの実現に向け、新たな

社会システムの構築や循環経済
（サーキュラーエコノミー）への
転換が求められている中、エネル

ギー消費を抑制し、持続性・再生
産性の高い製品製造へと開発姿勢
が変化している。このような社会

的要請を踏まえ、次の３つの層の
人材育成を支援する。 

①デジタル化等の革新的技術を

取り入れ、新しい価値観に即
した高品質のものづくりを先
導する人材 

②循環型社会の課題解決に向け
た先端領域の研究・開発を担
う人材 

③今後のイノベーションを担う
次世代の創造的な人材 

実施にあたっては、オンライン

と対面、実習等を組み合わせ、受
講生の利便性にも配慮するととも
に、ＤＸやヘルスケア等、社会変

革に即したテーマの研修、講座や
セミナー等を新たに実施する。 

また、産学公の連携人材育成体

制を構築し、大学等と連携したセ
ミナーや研修を実施することで、
カリキュラムの充実を図る。 

 

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

４ イノベーションを推進する
人材の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 （略） 

 

４ イノベーションを推進する人材の育
成 

人材育成事業においては、「高品質の

ものづくりを先導する人材」、「先端領
域の研究・開発を担う人材」、「次世代
の創造的な人材」の３つの階層を対象

として、Ｗｅｂシステムを使ったオン
ライン開催や少人数制を維持した対面
実施など、受講者の多様なニーズに対

応した利便性の高い受講方法を講座毎
に模索しながら、ＫＩＳＴＥＣのポテ
ンシャルと特徴を企画に生かし、それ

ぞれの事業を実施した。 

企業等の研究者・技術者等を対象と
した人材育成は、変容する社会課題の

解決に向けた新しい技術の開発動向等
を学べる研修講座の提供を目指し、新
規人材研修講座の企画、実施に取り組

んだ。13 件（延べ 44 日）の製造開発
人材育成研修、13 件（延べ 54 日）の
産業技術マネジメント研修、18 件の教

育講座、先端科学技術セミナー等 10 件
のセミナー、13 件の知財セミナーを実
施した。 

科学技術理解増進については、長引
くコロナ禍下にも実施件数の回復を目
指し、県内小中学校 104 校へ研究者・

技術者を派遣するとともに、理科実験
室等６件の科学イベントを実施した。
また、次世代を担う大学生向けに、大

学での講義を実施する７名の非常勤講

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

第二期初年度として、中期計画中の
指標である新規人材研修講座の企画、
実施に精力的に取り組み、先進医療分

野や、データサイエンス、デジタルト
ランスフォーメーション等に関わる新
規講座について、目標の３倍にあたる

18 件を実施したことを評価する。 

 

製造開発人材研修では、担当講師と

協力して新たにオンラインシステム等
の機能を利用した確認テストを取り入
れるなど、利用方法の確認・改善に取

組み、受講生の理解度向上に寄与した
ことを評価する。あわせて、担当講師
と共に受講生数が減少傾向にある講座

の抜本的な見直しを進め、令和５年度
に向けた講座の大幅な見直しを進めた
ことも評価する。 

 

令和３年度外部資金事業の成果展開
として、ＤＸ、ＡＩ、ＩｏＴ等に係る

さまざまな層を対象とした新規講座を
開催したことを評価する。 

満足度調査等のアンケートを各講義

終了後に実施し、アンケート結果を基
に、受講生の要望や社会情勢に合った
研修の質的向上に努め、さらに講座内

容の見直しに繋げたことを評価する。 

 

【課題】 

新規に企画した研修、講座を定着さ

S 
 
 

S 
 

 受講者のニーズや成長産業分

野を踏まえ、新規講座を企画・

開催し、数値目標の水準を大幅

に上回って達成した。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

イノベーションを実現し、実装
する上で不可欠となる開発、製

造・加工、生産管理などに携わる
先導的な人材を育成するため、基
盤的技術を中心にデジタル解析技

術等の手法も含めて、材料技術、
設計技術、加工技術、解析・評価
技術、製造管理技術等の研修を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究開発人材育成 

社会課題の解決に向けて研究開
発に取り組む人材を強化するため
に、ヘルスケアとＡＩの融合など

大学等が推進する先端分野の研究
や、産業界の有望技術等にフォー
カスした講座を実施する。また、

カーボンニュートラルなど新たな
社会課題の解決に必要となる研究
開発マネジメント分野等、様々な

形式を取り入れた講座を検討、実

 

(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

・「機械・材料」、「電子」、「化
学」、「情報・生産」等の分野に

おける材料技術、設計技術、加
工技術、解析・評価技術に関す
る研修を行い、企業の開発、製

造・加工に携わる人材の育成を
図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・５Ｇの進展で重要性が増す電
波干渉リスクに関連したセミナ

ーなど、ニーズに即した研修を
新規に企画・実施する。 

 

・令和３年度のＪＫＡ事業等の
成果を活用し、ＩｏＴ技術等、
ＤＸにおいて有用となる研修を

実施する。 

 

 

・ＫＩＳＴＥＣの技術的蓄積を
生かした実習型研修等を実施す
る。 

・品質管理やＩＳＯ規格等の製
造管理技術に関する研修を行
い、企業の生産管理に携わる人

材の育成を図る。 

 

イ 研究開発人材研修 

・ 新 た な 重 点 分 野 と し て
「Society 5.0」、「先進医療とウ
ェルネス」、「環境・エネルギ

ー」、「新しいものづくり」の４
分野を設定し、各分野の最新動
向を学べる少人数・短期間の質

の高い講座を実施する。 

 

 

 

師派遣を実施した。 

(1) 企業人材育成 

ア ものづくり中核人材育成 

・製造開発人材育成研修として、13 講
座、延べ 44 日の研修及び実習を実施し

た。化学産業を中心に社会実装が期待
される次世代マイクロ流体デバイス等
の作製をはじめ、エネルギー分野等で

も活用可能なナノスケール微細加工技
術の基礎を習得する研修「ナノ・マイ
クロ技術実習講習会（ナノファブスク

エア in 海老名）」を、川崎市との連携
により４回開催した。また、受講生の
理解度向上のため、担当講師と協力し

て新たにオンラインシステム等の機能
を利用した確認テストを取り入れるな
ど、利用方法の確認・改善に取り組ん

だ。あわせて、担当講師と共に受講生
数が減少傾向にある講座の抜本的な見
直しを進め、令和５年度に向けた講座

の大幅な見直しを進めた。 

・高速無線通信分野で必須のＥＭＣ技術
研修において、新たに参入する技術者

を対象とした「ＥＭＣ入門セミナー」
を実施するなど、ニーズに即した４件
の新規講座を企画、開催した。 

・令和３年度の（公財）ＪＫＡ事業等の
成果をふまえ、新たに企画した「Ｉｏ
Ｔ・ＤＸに向けたセンサ・デバイス技

術セミナー」を開催し、高感度センサ
やデバイス製品の開発を担う人材の育
成を支援した。 

・機械・材料技術部が得意とする金属表
面処理や観察技術を中心に「機械材料
基礎セミナー」を新規開設した。 

・企業の生産管理に携わる人材に向けた
産業技術マネジメント研修を 13 講座、
延べ 54 日の品質管理やＩＳＯ規格等の

製造管理技術に関する研修を実施し
た。 

イ 研究開発人材研修 

・新たな重点分野として設定した４分野
「Society 5.0」（６件）、「先進医療とウ
ェルネス」（10 件）、「環境・エネルギ

ー」（５件）、「新しいものづくり」（５
件）の合計 26 件の教育講座及び先端科
学技術セミナーを実施した。また、神

奈川県の成長産業分野等をふまえ、
「Society 5.0」「先進医療とウェルネ
ス」を中心に「マテリアルズインフォ

マティクス×データサイエンス」、「ソ

せ、新たな受講者の獲得につなげてい
くことが大切である。そのためには、

社会情勢や企業のニーズ、研究開発動
向等を調査しながら新規講座のテーマ
発掘やカリキュラムの改編等に継続的

に取り組むことが重要である。併せ
て、企業へのアプローチをさまざま行
っていくことが重要である。 

講師の世代交代について、次世代の
講師に適した人材の探索を引き続き行
う必要がある。 

新型コロナウイルスの第５類への変
更を踏まえ、Ｗｅｂ・対面等開催方法
について見直す必要がある。 

(1) ものづくり中核人材育成について 

定員に満たない講座もあることか
ら、適宜、カリキュラムの修正・更新

と精力的に広報を行う必要がある。 

令和５年度の（公財）ＪＫＡ補助金
を活用した人材育成を遂行すると共

に、継続して新規講座の企画を進める
必要がある。 

研修のオンライン実施により生じた

県外企業からの受講増という効果を今
後の事業に結び付け、受講者確保につ
なげていくことが重要である。 

(2) 研究開発人材育成について 

令和５年度に向けて、さらに新規自
主講座（有料）を充実させるため、テ

ーマや講師の探索を継続しつつ、企画
力の向上を図る必要がある。 

当該領域に対する企業等の関心や傾

向を知るためのマーケティングも兼ね
た「先端科学技術セミナー」から有望
なテーマを選んで新規教育講座へと展

開することで、企画力を高めつつ新た
な講師、受講者を獲得していくことが
重要である。 
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施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規人材研修講座等実施件数】 

中期計画期間中 30 件 

 

 

 

 

 

・研究プロジェクト（終了プロ
ジェクトも含む）の成果展開の

一環として、先端研究の成果を
紹介する講座を企画・実施す
る。 

 

 

 

 

・県の委託事業等により行った
講座テーマ調査活動の結果をふ

まえ、次世代医療診断デバイス
関係等の講座を企画・実施す
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＳＤＧｓに関連する新たなテ
ーマ（電池技術関係等）の講座

を企画するための調査を行う。 

 

・大学や企業との共催等によ

り、そのポテンシャルを生かし
た連携講座を企画・実施する。 

 

 

【新規人材研修講座等実施件
数】 

令和４年度中 ６件 

 

フトロボティクスの現状と課題」、「サ
イバーフィジカル生産システムと制

御」など 14 件の新規企画を実施した。 

・研究プロジェクトの成果展開の一環と
して、先端的な研究に取り組むプロジ

ェクトリーダーを中心に最新の研究動
向を学べる教育講座を 18 講座企画し、
「先進医療」分野では新企画として

「最先端バイオエコノミー社会を実現
する合成生物学」を、「新しいものづく
り」分野では既存講座「モーションコ

ントロールの基礎」を改編実施した。 

・「先進医療」の領域では、令和２年度
かながわクリニカルリサーチ戦略研究

センター（ＫＣＣＲ）事業で実施した
調査結果を踏まえ、ウイルスの高精度
検出にも適用可能な次世代医療診断デ

バイス関連技術の企画として「社会実
装をめざすマイクロ流体デバイス」を
実施した。また、テックベンチャーに

よる再生細胞医療関連技術の社会実装
プロセスを紹介する「コアテクノロジ
ーから知るバイオベンチャー」やデジ

タルバイオロジーの視点から情報社会
における技術のあり方を探る「生命と
情報」全３回を先端科学技術セミナー

として新たに企画・開催した。 

・ＳＤＧｓに関連する最先端技術の開発
動向と人材育成の現状について調査を

行い、次年度実施に向けて新規講座テ
ーマを選定した。 

・教育講座 18 講座のうち、３講座につ

いては、連携機関である横浜国立大
学、株式会社ケイエスピーとの協力、
共催により実施した。 

 

【新規人材研修講座等実施件数】 

令和４年度中 18件 
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小項目 6 

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

４ イノベーションを推進する人材の育成 

（略） 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上に関

する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

(2) 科学技術理解増進 

小中学生等に、自然科学や科学
技術の発展によって新しい社会が

もたらされることへの理解を深め
てもらうために、イベントや、学
習支援を目的とした理科実験・工

作教室等を実施する。また、幅広
い年齢層を対象とする科学技術の
普及啓発を目指したイベントにつ

いても企画・開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ
ービスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

 (2) 科学技術理解増進 

・学校派遣の件数を増やすた
め、ボランティア講師の登録、

学校からの応募が増えるような
対策、取り組みを検討、実施す
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ウィズコロナにおける理科実

験・工作教室の新たな実施方法
を検討・試行する。 

 

 

 

・ＫＩＳＴＥＣオリジナル企画

の理科実験教室を実施する。 

 

 

 

 

 

・多様な分野から先端的なテー
マと講師を選び、日常生活に関
わる話題や開発経緯等を楽しみ

ながら学べる場を新型コロナウ
イルス感染症対策など、新たな
生活様式に対応した上で提供す

第１ 住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 （略） 

 

(2) 科学技術理解増進 

・神奈川県研究者・技術者等派遣事業
「なるほど！体験出前教室」による学

校への派遣数増を目指し、ボランティ
ア講師登録者数・応募校数ともに増え
るよう学校等への訪問による事業紹介

や外部媒体への情報掲載など広報対
策・周知に取り組んだ。この取り組み
により、企業等から新たに 13 名のボラ

ンティア講師の登録を得るとともに県
内小中学校 104 校での実施に至った。
このほか、科学やものづくり技術の普

及啓発に向けたイベントを６件実施し
た。 

・海老名本部で開催する「2022 年度か

ながわサイエンスサマー 夏休みおも
しろ科学体験」において、新たにオン
ラインプログラムを開発・実施すると

ともに、完全予約制の対面プログラム
を開催した。 

・ＫＩＳＴＥＣ発の技術である人工オパ

ール関連の動画公開や、教育講座「不
具合原因の分析と対応力向上セミナ
ー」の子ども向けプログラムである

「ＫＩＳＴＥＣおもちゃレスキュー 
こども救急隊・こども鑑識隊」を実施
した。 

・海底探査船の最新技術を通して知る生
物多様性やマイクロプラスチックの問
題など、ＳＤＧｓや先端技術の開発経

緯等を日常生活との関わりから楽しく
学べる場イベント「深海のひみつ」を
実施した。 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

依然としてコロナ禍の影響が残るな
かで、さまざまな工夫を重ね、110 件
（数値目標：107 件）の理科実験室・

イベント等実施件数を達成したことを
評価する。 

 

ア 研究者派遣事業 

積極的な広報活動により養護学校、
特別支援校での授業実施も含め、学校

側、講師双方の安全面確保を徹底しな
がら、104 校の実施を実現したことを
評価する。 

 

イ 理科実験・工作教室 

ＫＩＳＴＥＣが培ってきた技術支援

のポテンシャルを活かし、人工オパー
ル関連動画公開や、「ＫＩＳＴＥＣお
もちゃレスキュー こども救急隊・こど

も鑑識隊」として分析・計測という仕
事を疑似体験できる理科実験教室を分
析・計測業務の職業観も含めて紹介す

る理科実験室を継続的に実施している
ことを高く評価する。 

 

ウ 科学イベント 

  海老名、溝の口、殿町で、他機関と
協力しながら３年ぶりの科学イベント

を開催できたことを評価する。 

ＫＩＳＴＥＣ人材育成部や県内機関
の専門家による指導のもと、社会課題

にも通じるテーマを扱い、目標達成で
きたことを評価する。 

 

A 
 

A 
 

 学校等への訪問や積極的な広

報活動により、ボランティア講

師の登録を増加させるととも

に、理科実験室・イベント等実

施件数において、数値目標の水

準を達成している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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【理科実験室・イベント等実施件

数 】 

中期計画期間中 545 件 

 

 

る。 

【理科実験室・イベント等実施

件数 】 

令和４年度中 107件 

 

 

【理科実験室・イベント等実施件数 】 

令和４年度中 110件 

 

 

【課題】 

科学技術理解増進事業の更なる充実
に向けて、財源の確保と他部署やパー
トナーシップ会員企業等、地域との連

携を深めつつ、新たに企画した魅力あ
る事業を継続・拡充するために、対
面、ハイブリッド、オンライン等、開

催方法の検討や、教職員を対象とした
支援を通じ、普及啓発のためのさらな
る工夫が必要である。 
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小項目 7  

 

中
期
目
標 

第２ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 （略） 

５ オープンイノベーション等を推進する連携交流 

経営支援機関及び他の技術支援機関等と連携し、企業に対する総合的な相談対応機能の強化を図る。また、産学公連携や広域連携など他機関とのネットワークを活用し、オープンイノベーション
等を推進することにより、企業・大学・他機関等が協創するプラットフォームとしての機能を強化する。併せて、金融機関との連携強化や様々な共同体による活動への参画などにより、企業等によ

る共創の取組を創出し、その活動を支援する。 

さらに、国の研究機関や近隣都県の試験研究機関等と連携し、情報や保有するデータ等の共有、人材の相互支援や交流を推進する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第１ 住民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に関
する目標を達成するためとるべき
措置 

 （略） 

５ オープンイノベーション等を
推進する連携交流 

他機関と連携して総合的な支援
を神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク構想
に参画する企業との連携や、かな

がわ産学公連携推進協議会など大
学との連携を活用し、中小企業等
の様々なニーズを発信することに

より、共創によるイノベーション
創出の機会を企業や大学等に提供
する。 

さらに、競争力の高い製品や、
サービスの開発に寄与する総合的
な支援を実施する。また、経営支

援機関との連携や、産学公連携、
首都圏テクノナレッジ・フリーウ
ェイ（ＴＫＦ）等の広域連携等、

その他機関との情報や保存するデ
ータ等の共有、人的ネットワーク
等の強化を図り、中小企業等に対

して、その他の機関や大学等との
橋渡しを推進する。特に、さがみ
ロボット産業特区の取組を促進す

る神奈川版オープンイノベーショ
ンを推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 住民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためと
るべき措置 

 （略） 

５ オープンイノベーション等
を推進する連携交流 

・神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会やか
ながわ産学公連携推進協議会、
その他連携機関等と協力し、大

学や中小企業等の技術シーズ・
ニーズのマッチングを様々な形
態でのイベントで実施し、イノ

ベーション創出の機会を企業や
大学等に提供する。 

 

 

 

 

・成長分野に関連する技術シー
ズに係る技術フォーラム等の情
報提供を行い、中小企業等の新

規分野への参入を後押しする。 

・中小企業等の技術シーズ・ニ
ーズを拾い上げるため、連携機

関及びＫＩＳＴＥＣの事業活用
等の検討を進める。 

 

 

 

 

 

・ＫＩＳＴＥＣでの対応が難し
い試験分野や、輸出に係る支援

等について、首都圏テクノナレ
ッジ・フリーウェイ（ＴＫＦ）
や広域首都圏輸出製品技術支援

第１ 住民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

 （略） 

 

５ オープンイノベーション等を推進す
る連携交流 

・神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会の技術マッチ
ングイベントにおいて、技術提案先３
社と技術マッチングを希望する中小企

業 17 社（提案件数延べ 32 件）との間
で、20 件の面談を実施した。実施にあ
たっては、技術提案先企業との個別協

議により、各企業が求める具体的な技
術分野をあらかじめ設定した。これに
より、求められる技術課題が明確とな

り、技術マッチングを希望する中小企
業等からの提案件数増（令和３年度延
べ 15 件）につながった。 

・成長分野に関連する技術シーズの情報
提供を中心に 28 件の技術交流フォーラ
ムを開催し、情報提供に努めた。 

 

・事業化促進研究事業の応募案件の発掘
や、競争的資金への申請検討をはじ

め、製品化事業化支援における知財や
デザインに関するコーディネートな
ど、各部署及び連携機関で企業の課題

と各機関の支援事業を共有しながらコ
ーディネート活動を進めることで、そ
れぞれの事業におけるコーディネート

強化につながった。 

・ＴＫＦの各機関他、他公設試が開催す
るフォーラム等に４件の研究成果発表

を行うなど、他機関の情報収集に努
め、連携対応分野の拡充を図り、コー
ディネートによる連携支援の強化を図

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会の技術マッ
チングにおいて、各企業が求める具体

的な技術分野をあらかじめ設定するな
どの工夫により、技術マッチングを希
望する中小企業等から、多くの提案

（提案件数延べ 32 件）を得られたこ
とを評価する。提案件数の増加によ
り、面談実績件数の増加につながっ

た。 

また、ＫＩＳＴＥＣで進める事業化
促進研究事業の応募案件の発掘や、競

争的資金への申請検討をはじめ、製品
化事業化支援における知財やデザイン
に関するコーディネートなど、各部署

が連携してコーディネート活動を行え
たことを評価する。 

このような各事業において、外部機

関との連携による複数機関での支援
が、連携したものづくりを促進させる
うえで重要な支援策であることが職員

に浸透し、多くの連携機会を創出でき
たことを評価する。 

 

【課題】 

連携機会創出後、継続的にフォロー
アップ支援を実施することが重要であ

り、技術開発の進捗を把握し、各段階
に応じた支援メニューを提供していく
必要がある。 

連携機会の創出においては、コーデ
ィネーターの能力に依存するところも
大きく、ホームページ等を活用し、支

S 
 

S 
 

神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会の技

術マッチングにおいて、各企業

が求める具体的な技術分野や技

術課題を明確にすることで、技

術マッチングを希望する中小企

業等からの提案件数増につなが

るなど、数値目標の水準を大幅

に上回って達成した。 

以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ｓ評価（年度計

画を大幅に上回って達成してい

る）とする。 
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【連携機会創出件数】 

中期計画期間中 197 件 

【技術情報オンライン提供件数】 

中期計画期間中 100 件 

 

 

(1) シーズ育成に向けた研究開発

における連携交流 

学協会・規格会議等の委員活動
や、大学とのクロスアポイントメ

ントなどを通じた他機関の研究者
との連携交流を活用して、オープ
ンイノベーション等を推進する。

併せて、コーディネート支援やマ
ッチング支援の推進により、新成
長分野への参入などを目指して研

究開発をする企業や大学等による
共創の取組を創出し、その活動を
支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センター（ＭＴＥＰ）と連携し
て対応するとともに、機器等の

充実と対応分野の拡充を図る。 

 

 

 

 

 

・社会状況に合わせて、技術フ
ォーラムのＷｅｂ開催や動画配
信等、オンラインでの技術情報

提供等を推進し、他機関との連
携機会を創出する。 

 

・幅広い分野で活用が期待され
ているロボット開発の促進のた
め、共同研究開発を促進する

「神奈川版オープンイノベーシ
ョン」の取組を実施するととも
に、開発に参加する企業を支援

するための体制構築を引き続き
図っていく。 

【連携機会創出件数】  

令和４年度中 39件 

【技術情報オンライン提供件
数】 

令和４年度中 20件 

 

(1) シーズ育成に向けた研究開

発における連携交流 

・事業化促進研究や研究プロジ
ェクト等の技術シーズを育成す

るため、各研究機関・企業等と
連携するためのコーディネート
機能の充実を図る。 

・様々な研究機関の研究者等と
の連携交流を推進するため、大
学とのクロスアポイントを活用

する。 

・大学や中小企業等が有する技
術シーズを紹介するためのイベ

ントの実施や、関連資料の作成
等について、連携機関と協議を
進める。 

 

 

 

 

・株式会社ケイエスピー等の県
内インキュベーション機関との

連携を強化し、ベンチャー企業

った。これらの取組により、ＴＫＦで
進める連携支援計画の枠組みの中で、

次世代自動車のバネ部品を製造してい
る企業からの問い合わせに対して、東
京、埼玉、千葉、ＫＩＳＴＥＣの４公

設試で対応したほか、他公設試におい
て対応ができなかった案件について、
ＫＩＳＴＥＣが技術支援を行った。 

・技術フォーラムの開催方法を社会状況
に合わせて、来所型（３件）、来所型に
ライブ配信を加えたハイブリッド開催

（10 件）、オンデマンド配信の開催
（15 件）にて開催し、技術情報提供
し、連携機会の創出を行った。 

・ロボット開発の促進のため、神奈川Ｒ
＆Ｄ推進協議会ロボット研究会によ
り、研究開発プロジェクトを７件実施

した。 

 

 

 

 

【連携機会創出件数】  

令和４年度中 94件 

【技術情報オンライン提供件数】 

令和４年度中 31件 

 

 

(1) シーズ育成に向けた研究開発にお

ける連携交流 

・産学公事業化促進研究事業のコーディ
ネートを担う主任専門員３名、各研究

機関・企業等外部ニーズを把握に努
め、技術シーズ育成や研究費の獲得へ
の活用を行った。 

・様々な研究機関の研究者等との連携交
流を推進するため、横浜国立大学及び
名古屋大学との間で６名のクロスアポ

イントメントを実施した。 

・大学シーズを企業へ紹介する連携活動
の新たな取り組みとして、CUP-K 会員

大学（横浜国立大学・神奈川大学）の
研究者から、神奈川Ｒ＆Ｄ推進協議会
のメンバー企業の技術者へ、脱炭素化

に向けた研究シーズを紹介するマッチ
ングイベントと大学キャンパスの見学
会を神奈川大学みなとみらいキャンパ

スにおいて開催した（３月 13日）。  

・株式会社ケイエスピーとの連携協定に
従い、株式会社ケイエスピーの技術ア

ドバイザーに就任したＫＩＳＴＥＣの

援事例や研究成果を積極的に開示する
こと等により、コーディネーターへの

属人化から脱却する組織的対応の構築
が課題である。 
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(2) 企業のイノベーション創出を
推進する技術支援・事業化支援に

おける連携交流 

中小企業等の技術的な課題を解
決するため、国の研究機関や近隣

都県の試験研究機関、大学等との
連携を強化し、そのネットワーク
を活用したコーディネート支援や

マッチング支援を推進する。ま
た、事業化を目指す中小企業等の
各ステージのニーズに応じて、経

営支援機関、金融機関等と連携し
て、経営・技術・金融による総合
支援を提供する。 

 

等の創出・育成支援機能の充実
を図る。 

 

 

 

 

 

・また、神奈川Ｒ＆Ｄネットワ

ーク構想に参画する企業等との
連携による外資の獲得について
も検討を進める。 

 

(2) 企業のイノベーション創出
を推進する技術支援・事業化支

援における連携交流 

・かながわ産学公連携推進協議
会の参加機関等、県内理工系大

学、経営支援機関、金融機関等
との交流や情報交換を推進し、
中小企業等との連携機会の創出

や、コーディネート支援を継続
する。 

 

・県内関係機関と連携し、ＫＩ
ＳＴＥＣの利用実績の無い中小
企業等の様々な課題を拾い上げ

るための仕組みの構築・運用を
検討する。 

 

 

 

 

・ＴＫＦを構成する首都圏公設
試験研究機関連携体に参加して
いる近隣公設試と連携した試験

実施体制を継続する。また、そ
の他の連携体による広域連携を
通じて試験研究に関わる技術力

を高めるとともに、県域におけ
るイノベーション創出につなが
る最適かつ迅速な技術支援を推

進する。 

 

職員３名が、株式会社ケイエスピーの
投資対象ベンチャー企業の技術評価を

行った。また、株式会社ケイエスピー
は、からＫＩＳＴＥＣ発ベンチャー企
業への出資の検討を行う等、両機関で

連携してベンチャー企業の支援を図っ
た。 

・神奈川Ｒ＆Ｄネットワーク構想に参画

する大企業と県内中小企業等との連携
によるカーボンニュートラルに資する
研究開発プロジェクトの事業立案等の

検討を行った。 

(2) 企業のイノベーション創出を推進
する技術支援・事業化支援における連携

交流 

・経営支援機関、金融機関等、外部機関
との共催により、17 件のイベントを実

施し、連携機会の創出の機会を提供し
た。また、かながわ産学公連携推進協
議会では、合計 11件（現地調査９ 件、

技術相談メール配信３ 件、面談９ 件）
の支援を実施し、１件の共同研究につ
ながった。 

・（公財）神奈川産業振興センターとの
間で、より有機的な連携が図れるよう
担当者レベルの会議を定期的に開催

し、相互の支援内容の情報を改めて共
有した。また、県内信用金庫に向けて
ＫＩＳＴＥＣ説明会を実施（再掲）

し、ＫＩＳＴＥＣの利用実績の無い中
小企業等の様々な課題抽出の仕組み作
りを試みた。 

・ＴＫＦ参画の４機関共同でＪＳＴ主催
の新技術説明会（オンライン）を開催
し、ＫＩＳＴＥＣからは２件の研究成

果を全国に向けて発表し、合計 15 件
（共同研究開発の希望２件）の新技術
に関する問い合わせがあった。また、

ＴＫＦを通じた公設試相互のミニイン
ターシップを３件（派遣２件、受入１
件）実施し、技術力向上に努めた。 
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小項目 8  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

ＣＯＶＩＤ-19に端を発した「新しい生活様式」への社会変容、また Society 5.0やＳＤＧｓ等の実現に向けた取組に伴い、組織運営についても大胆な変革が不可欠である。定期的な事業の見直し等、

業務のスクラップ・アンド・ビルドを徹底することにより、産業構造の変化に適切に順応できる運営体制を構築する。 

１ 効果的・効率的な組織運営 

既存事業や業務の見直しを定期的に行い、スクラップ・アンド・ビルドを徹底することにより、取り組むべき事業に財源と人員を集中し、社会変化に適応することができる、しなやかな組織を

構築する。 

拠点についても、機能の強化・集約化を検討したうえで、効果的・効率的な組織運営を徹底する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化

に関する目標を達成するためとる
べき措置 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1) 組織の適応力の向上 

社会の変化に即応するため、組

織の再編や部横断的な体制の構築
などを通じて、組織の機動性と柔
軟性を高める。 

また、必要に応じてプロジェク
トチームを編成するほか、任期付
研究員の活用など多様な雇用形態

により、しなやかな組織運営に努
める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  経営資源の有効な活用 

社会の変化に応じた継続的な業

務の見直しを図る。 

また、建物施設や研究設備など
を効率的・効果的に活用すること

第２ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成するため
とるべき措置 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1)  組織の適応力の向上 

・組織の適応力向上のため、企

画部門の機能強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・社会ニーズの変化に即応し、

課題への柔軟な対応や迅速な意
思決定を図るため、適時、組織
の再編、組織横断的な体制を構

築する等、柔軟で機動力のある
運営を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

・競争的資金獲得等、必要に応
じてプロジェクトチームを編成
する等、効率的な組織運営に努

める。 

(2) 経営資源の有効な活用 

・迅速かつ効果的な経営判断が

可能な情報資産の整理を実施す
る。 

 

 

 

 

 

１ 効果的・効率的な組織運営 

(1)  組織の適応力の向上 

・企画部内の再編成を行い、経営戦略課

（経営戦略Ｇ、新事業戦略Ｇ）と情報
戦略課（連携広報Ｇ、情報・システム
Ｇ）の２課制とすることで、企画部門

の機能強化と連携強化を図った。特
に、第一期の中長期的な課題であった
ホームページの更新について、コンテ

ンツのディレクトリ構造改善の部分で
大きな進捗が得られた。 

・第二期中期計画期間を迎えるにあた

り、第一期中期計画期間での課題等を
改善し、柔軟で機動力ある業務運営を
行うため、令和４年４月１日付けで法

人全体にわたり組織再編を実施した。
その中で、組織横断的な体制の試みと
して、各技術部副部長の兼務により企

画部新技術担当副部長を設置した。こ
れにより、ＤＸや脱炭素に関わる研究
テーマの整理と技術部間連携テーマの

設定などが進み、県の施策とリンクし
た脱炭素対策事業の立案につながっ
た。 

・10 月より新たに科学技術コーディネ
ーターを増員し、脱炭素化対策技術に
関わる競争的資金獲得を目指した体制

構築を進めた。 

(2) 経営資源の有効な活用 

・予算要求等予算編成に関わる業務分担

の一部を総務部経理課から企画部経営
戦略課に移管し、経営判断に必要とな
る情報資産（業務実施における支出状

 

 

 

【実績に対する評価】 

第二期中期計画期間を迎え、より柔
軟で機動力ある組織体制を構築するた
めに、法人全体にわたり組織再編を実

施し、第一期の中長期的な課題であっ
たホームページの更新について、構造
改善の部分で大きな進捗が得られたこ

とや県の施策とリンクした脱炭素対策
事業の立案につながったことを評価す
る。 

また、予算要求等予算編成に関わる
業務分掌見直しを行うことで、経営判
断に必要となる情報資産（業務実施に

おける支出状況や業務実績等）を集約
できる体制を整えたことにより、県が
推進する脱炭素化対策事業に対応した

事業費用獲得につながったことを高く
評価する。 

拠点と機能においては、殿町支所を

ライフサイエンス系研究の拠点とし
て、かながわ再生・細胞医療産業化ネ
ットワーク(RINK)へ参加するなど殿

町地域に位置する他機関との連携を強
化し、成果が絶え間なく生まれる地域
エコシステムの推進体制強化につなが

ったことを評価する。 

 

【課題】 

社会ニーズに即応し、柔軟で機動力
ある組織を維持するために、随時、組
織体制の検証や見直しを行っていく必

要がある。 

情報資産を活用した企画調整機能の
強化について、企画部経営戦略課への

S 
 

A 
 

企画部門の機能強化や組織再

編、新たな職の設置により、効

果的・効率的な組織運営を実現

している。また、イノベーショ

ン・エコシステムの推進体制に

よる他機関との連携強化も実現

している。 

一方で、支出状況等の把握や

事業予算の見える化、収支管理

の徹底に取り組んだが、一部実

施できていなかった。 

 以上のことから、法人の評価

はＳ評価であるが、Ａ評価（年

度計画をほぼ 100％達成してい

る）とする。 
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により、提供するサービスの改善
に取り組み、競争力の強化を図っ

ていく。 

さらに、事務手続き等所内業務
の効率化により生み出す財源や人

材を有効に活用し、対外的なサー
ビスの強化に努め、経営資源の適
切な配分に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

(3) 拠点と機能 

海老名本部や溝の口支所をはじ
め、殿町支所、よこはまブランチ

の各拠点において、中小企業等の
ニーズや地域との関係に留意し、
機能の充実強化や集約等を検討

し、計画的に実施する。 

特に、殿町支所においては、未
病改善や未知ウイルスへの対応な

ど、社会的要請に応じて企業が開
発する関連製品の評価センターと
しての機能を強化する。 

 

 

 

 

・情報資産を活用した企画調整
機能の強化を図り、顧客ニーズ
に即した事業展開を推進する。 

 

 

 

 

・事業予算の見える化と収支管
理の徹底に努め、事業戦略に基

づく業務運営の改善及び効率化
を推進する。 

 

(3) 拠点と機能 

・殿町支所をライフサイエンス
系研究の拠点として、殿町地域

に位置する他機関との連携を強
化する。 

 

 

 

 

況や業務実績等）を集約できる体制を
整えた。 

・各事業・業務の所内横断的は課題につ
いての課題解決・対応進捗状況等の共
有・議論について、所内会議（業務進

捗会議）において企画部に集約した情
報を活用した議論や運営方法の改善を
すすめ、企画調整機能の強化を図っ

た。 

・所内横断的な課題や突発的な事象への
予算対応を可能とする所内共通管理費

の活用検討について、役員査定を実施
し、収支状況と不足財源の見える化が
徹底された。 

(3) 拠点と機能 

・ライフイノベーションセンター（ＬＩ
Ｃ）等殿町支所３拠点で進めるライフ

サイエンス系研究プロジェクトの活動
を中心に、未病デザイン食プロジェク
トの推進の連携・協力に関する３者協

定を締結したほか、品衛生研究所や実
験動物中央研究所など殿町に立地する
他機関や、キングスカイフロントネッ

トワーク協議会やかながわ再生・細胞
医療産業化ネットワーク（RINK）な
どの団体と連携し、県内外のライフサ

イエンスに関する評価法および技術情
報の集積を進めることで（再掲）、成果
が絶え間なく生まれる地域エコシステ

ムの推進体制を強化した。 

 

 

情報集積は進みつつあるが、イントラ
ネットシステムなどを活用した情報の

自動集積など、さらに効率的な運営を
進めることが依然として課題として残
っており、情報資産の重要度等のカテ

ゴライズを早期に進めることが必要と
なっている。 

拠点と機能については、殿町地区で

強化を進めるライフサイエンス系研究
プロジェクトの実験ができる拠点（施
設）が飽和状態なのが課題である。 
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小項目 9  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（略） 

２ 効果的・効率的な人事制度の運用 

人事評価制度について、適切な運用を図るとともに、リスキリングを含めた人材の育成・研修を効果的に実施することにより、職員の意欲及び能力の向上を図る。 

採用については、方法や時期などを柔軟に運用することにより、優秀かつ多様な人材の確保に努め、併せて適正な人員配置を図る。 

また、テレワークや時差出勤などいわゆる「働き方改革」を推進する。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するためとる
べき措置 

 （略） 

２ 効果的・効率的な人事制度の
運用 

 

(1) 職員の能力向上  

人事評価制度について継続的に

検証を行い、適時、必要な改善を
行う。 

また、人事ローテーションや、

大学等の他機関との人材交流など
を行うことで、研究、企業支援、
組織運営等、それぞれの業務の特

性にあった能力を備え、公正で創
造力豊かな人材の育成に取り組
む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 柔軟な職員の採用等 

柔軟な採用活動を行い、中小企

業等の開発ニーズ等に即した専門
知識を有する職員を確保する。 

第２ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成するため
とるべき措置 

 （略） 

２ 効果的・効率的な人事制度
の運用 

 

(1)  職員の能力向上 

・人事評価制度について継続的

に検証を行い、適時、必要な改
善を行う。 

 

・産業ニーズに対応した人材育
成を目指し、他機関との人材交
流等、職員の能力向上に適した

育成メニューの検討を継続的に
実施する。 

・職員研修体系等に職員のキャ

リアパスを明確化し、階層別研
修を加えることで積極的な人材
育成を行う。 

 

 

 

・職員が、本部・支所、または
所属部間にまたがる複数業務を
兼務することで、業務対応分野

の拡大を図る。 

 

・職員研修等については、内部

研修とともに、外部機関の講師
等を活用することで、より効果
的な職員の能力開発制度の構

築・改善を進める。 

(2)  柔軟な職員の採用等 

・専門知識を有する職員の確保

に向け、学会等のオンライン職
場説明会に参加するとともに、

 

 

 

 

 

 

 

(1)  職員の能力向上 

・令和４年度に研修制度を見直し、新任

評価者研修を指定研修として位置付
け、適正な人事評価制度の運用を図っ
た。 

・県への職員派遣を実施するとともに、
大学とのクロスアポイントメントを活
用した人事交流を積極的に行った。 

 

 

・令和４年度に研修制度を見直し、これ

まで職員や所属の自主性に委ねていた
階層別研修等を指定研修として位置付
け、受講対象者と研修内容を明確にし

た研修を 11 講座実施することで、組織
として求める人材の育成を積極的に行
った。 

・職員に、本部・支所間や所属部間等に
またがる業務の兼務発令を行うこと
で、職員のスキルアップとともに業務

対応分野の拡大を図るとともに、不足
する人員への対応を図った。 

・職員研修においては、外部研修機関を

活用した研修を積極的に実施（前年度
より 5 講座増加）するとともに外部講
師を活用した研修を実施するなど、効

果的な職員の人材育成を心がけた。 

(2)  柔軟な職員の採用等 

・専門知識を有する職員の確保に向け、

学会等のオンライン及び対面での職場
説明会に 10 回参加するとともに、令和

 

 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1)  職員の能力向上 

人事評価制度を着実に運用し、制度

の定着を図ったこと、職員研修制度を
見直し、組織として求める人材の育成
を積極的に進め、効果的かつ効率的な

職員研修を実施していること、派遣や
クロスアポイントメントによる関係機
関との人事交流を積極的に行ったこ

と、本部・支所間や所属部間にまたが
る業務の兼務発令を行い、職員のスキ
ルアップ等を図っているなど、職員の

能力向上に積極的に取り組んだことを
評価する。 

 

(2)  柔軟な職員の採用 

積極的な採用説明活動を行うととも
に、任期付採用を含めた柔軟な職員の

採用を行い、優秀な人材の確保に努め
たことを評価する。 

 

【課題】 

(1)  職員の能力向上 

職員全体の能力向上やマネジメント
力の向上などを図るために、職員研修
体系を随時見直していく必要がある。 

(2)  柔軟な職員の採用 

職員の職種や年齢構成、技術及び知
識の継承を念頭に置きつつ、第二期中

期計画に沿った人員採用を実施してい
く必要がある。 

A 
 

A 
 

 指定研修としての位置付けや

外部研修機関・外部講師の活用

により、年度計画に記載された

事項を計画どおり実施してい

る。 

 また、職員採用についても、

近隣大学の企業説明会やインタ

ーンシップ等の取組により、1

次選考合格者の増加や採用予定

者の確保に繋がり、年度計画に

記載された事項を計画どおり実

施している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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また、適正な人員配置を図るこ
とで、効率的な業務運営体制を確

立する。 

さらに、職員のワーク・ライ
フ・バランスを考慮した働き方改

革を推進する。特に、所外におけ
る業務実施環境を整備し、テレワ
ークの導入を進める。 

 

 

近隣大学の企業説明会への参
加、インターンシップ等を開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

・職員の採用にあたっては、採

用形態の柔軟性を確保しつつ、
職員全体の年齢構成のバランス
を考慮する。また、技術やノウ

ハウの継承が円滑に進められる
ように計画的に実施する。 

 

 

４年度は、新規に近隣大学の企業説明
会へ５回参加した。さらに令和４年度

は、新たにＫＩＳＴＥＣでの採用説明
会を３日間開催し、計 24 名の参加者を
得た。また、インターンシップを７日

間開催し、延べ 16 名の参加を得た。応
募者数は前年度の 29 名と比べ減少した
ものの、優秀な学生等の応募につなが

り、１次選考合格者が前年度の７名か
ら 15 名へと大幅に増加した。 

・職員の採用にあたっては、職員全体の

年齢構成のバランスを考慮しつつ、技
術やノウハウの継承が円滑に進められ
るよう令和４年４月は４名を新規採用

と、３名の任期付（中途）採用を行う
とともに、令和５年４月の採用予定者
として、新規採用１名と、任期付（中

途）３名を確保した。 
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小項目 10  

 

中
期
目
標 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

（略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

業務の内容やプロセス、組織の運営方法を随時見直すことにより、効果的かつ効率的な業務運営を徹底する。  

情報処理システムの整備など、情報化を推進することにより、事務処理の効率化やサービスの向上を図る。 

 
 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第２ 業務運営の改善及び効率化
に関する目標を達成するためとる

べき措置 

 （略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

(1) 業務の適切な見直し  

地方独立行政法人としてのメリ
ットを活かし、業務の外部委託、

外部人材の活用等、業務内容や運
営方法の見直し等を柔軟に実施す
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報化の推進  

情報処理システムの整備により、

日々蓄積される研究開発、技術支

第２ 業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成するため

とるべき措置 

 （略） 

３ 効果的・効率的な業務運営 

(1) 業務の適切な見直し  

・経常的に役務の提供を受ける
必要がある業務については、長

期継続契約を締結することによ
り、事務の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・業務内容や運営方法の見直し
等により、業務の外部委託、外
部人材の活用等を検討する。 

 

 

 

 

・所内の会議体制等を活用し
て、全所的な課題や各事業にお

けるボトムアップの課題等を抽
出・分析し、個々の業務につい
て適切な見直しを行う。 

 

 

 

 

(2) 情報化の推進  

・インターネットセキュリティ

の確保及び法改正等に対応する

第２ 業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措置 

 （略） 

 

３ 効果的・効率的な業務運営 

(1) 業務の適切な見直し 

・令和３年度に制定した長期継続契約事
務取扱基準に基づき複数年度の契約の

検討を行い、建築設備等運転管理、常
駐警備業務や建物等清掃業務等につい
て複数年度の契約を締結した。また、

入札・契約に関する手順の整理・明確
化を進め、事務の効率化を図った。さ
らに、契約事務取扱規程を改定し、随

意契約において見積合わせを省略でき
る金額を 50 万円未満に引き上げ、事務
を効率化した。 

・業務内容や実施方法の見直しを進め、
技術支援に係るホームページ更新の外
部委託を検討した（委託先の都合によ

り不履行）。また、10 月より新たに科
学技術コーディネーターを増員（再
掲）するなど外部人材の活用も積極的

に行った。 

・副部長課長中心に構成される業務進捗
会議において、中期計画・年度計画で

示した実施事項に対し、進捗状況の情
報共有を積極的に図ることで課題を明
確化するとともに、ボトムアップの課

題抽出・分析と課題解決方針について
議論を進め、課題解決提案を行うこと
で、所内ＤＸ推進などの業務改善に取

り組んだ。 

(2) 情報化の推進  

・ＫＩＳＴＥＣ運営のための基本システ

ム（人事給与、庶務事務、財務会計に

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

業務の適切な見直しについて、中期
計画・年度計画で示した実施事項に対
し、進捗状況の情報共有を積極的に図

るとともに、ボトムアップの課題抽
出・分析と課題解決方針について議論
を進め、課題解決提案を行うことで、

業務改善に取り組んだ。また、長期継
続契約の締結や随意契約における見積
合わせ省略金額の見直しなど、事務の

効率化を図ったことを評価する。 

情報化の推進については、老朽化し
た海老名本部の基幹ネットワークの大

規模修繕を実施し、所内ネットワーク
の高速化に着手したこと、モバイルパ
ソコン 100 台を導入し、拠点間等所内

テレワーク環境の機器整備を進めると
ともに、グループウェアのクラウド化
および電子決裁・文書保存システムを

導入し、決裁文書の電子化を進めたこ
とでテレワーク時の業務継続性に対す
るソフトウェア環境を整備した。ま

た、ＫＩＳＴＥＣ運営の基幹である基
本システムの基盤更新を適切に実施す
るとともに、拡大時差出勤の申請手続

きや社会保険制度の法改正等を受けた
関係システムの改修を着実に行い、事
務処理の省力化・効率化を図ったこと

を評価する。 

 

【課題】 

情報化の推進については、財務会

A 
 

A 
 

 長期継続契約の締結や、テレ

ワーク時における業務継続性に

対するソフトウェア環境整備等

の所内ＤＸ推進による業務改善

を行うなど、年度計画に記載さ

れた事項を計画どおり実施して

いる。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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援に係る様々な情報を職員間で共
有し、サービスの迅速化・最適化

を図るほか、ペーパレス化などに
より、事務処理の効率化に取り組
む。 

ため、ＫＩＳＴＥＣ運営のため
の基本システム（人事給与、庶

務、財務にかかる業務システ
ム）の基盤を更新し、事務処理
の省力化・効率化を図る。 

 

・基本システムに対する要望を
収集し、費用対効果等を検討、

必要に応じて改善を行う。 

 

 

・ＬＴＥ回線に接続可能なモバ
イルパソコン等を導入し、テレ
ワーク環境の整備を進める。 

 

 

・グループウェア等所内情報共

有ツールのクラウド化を検討
し、テレワーク導入に向けた業
務の効率化を図る。 

 

 

・ＫＩＳＴＥＣの顧客データ等

各種データベースの一元管理を
目指し、技術支援業務システム
等の改善・向上を図る。 

 

 

 

 

・老朽化したネットワークイン
フラの改善を図り、所内情報化

のセキュリティ基盤を強化す
る。 

 

 

 

かかる業務システム）について、基盤
の更新を実施し、インターネットセキ

ュリティの確保をしたほか、社会保険
制度にかかる法改正等に対応するた
め、人事給与システムの改修を実施し

た。 

・システムでの対応要望のあった拡大時
差出勤の申請手続きについて、令和３

年度末に庶務事務システムの改修を実
施し、令和４年度から運用を開始し
た。 

・ＬＴＥ回線に接続可能なモバイルパソ
コン 100 台を導入し、業務継続計画対
応や拠点間等所内テレワーク環境の整

備を進めるとともに、課題の抽出を実
施した。 

・在宅勤務等においても、グループウェ

アへのアクセスを可能とし、一定の業
務が維持出来るよう、グループウェア
のクラウド化を実施した。また、電子

決裁・文書保存システムを導入し、起
案決裁の電子化を進めた。 

・ＫＩＳＴＥＣの顧客データ等、各種デ

ータベースの一元管理を目指して所内
各種システムとデータベースのマッピ
ングに着手し、各事業でのデータ整理

を進めた。また、技術支援情報システ
ムの改善による業務効率化と機能拡充
を目指した新システムの導入検討を継

続して実施した。 

・令和３年度に半導体供給不足のため、
やむを得ず実施を見送った、老朽化し

た海老名本部基幹回線の修繕を実施
し、所内ネットワークの高速化を図っ
た。また、セキュリティ基盤の強化を

目的としてセキュリティ機能を有した
ネットワークハブの導入を行った。 

 

 

計、人事給与、旅費管理、庶務等の事
務処理を行う所の基幹システムへ、各

種業務システムからのデータ接続が課
題であり、それらによる不意のシステ
ム停止やデータ損失を防止し素早い復

旧を実施する体制が必要である。 

また、独法化以降、各種情報システ
ムを個別導入してきたため、各システ

ムにおいて個別のＩＤ・パスワードが
設定・管理しており、情報セキュリテ
ィ及び運用管理の要となるシステム共

通のＩＤ認証情報が構築されていない
のが現状である。特に近年、各種クラ
ウドシステムの導入が進むなかで、利

用者情報、権限管理など、全体の状況
把握ができず組織的な対応ができてい
ないことが課題として顕在化してい

る。 

遠隔からのシステム利用等にあた
り、トレードオフの関係となる利便性

向上とセキュリティ対策の両面につい
て、検討する必要がある。 
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小項目 11 

 

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

１ 収入の確保 

試験計測や技術開発などにおけるサービスの質の向上を図り、併せて、創意工夫に取り組むことで、事業収入の確保に努める。また、保有するノウハウの活用や、大学等や中小企業等との連携を図
り、提案公募型の競争的資金等の獲得に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第３ 財務内容の改善に関する目
標を達成するためとるべき措置 

 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

中小企業等のニーズを捉えた機

器整備等を行うことにより、提供
するサービスの質の向上を図り、
事業収入の確保に努める。また、

経済情勢を踏まえた適正な料金設
定の仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する
目標を達成するためとるべき措
置 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

・依頼者のニーズに適切に対応

しつつ、コスト意識を持った計
画的な試験計測機器の整備を進
め、安定した技術支援収入の確

保に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・法人の設立趣旨を踏まえ、必
要なコストを適切に反映した料

金設定（改定）を行うととも
に、依頼者の支援ニーズを反映
させた試験項目の見直しを適宜

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 収入の確保 

(1) 事業収入の確保 

・企業からの支援ニーズと投資回収を見

据えてＰＩ会議を中心に整理している
機器整備計画を元に、（公財）ＪＫＡ
「2022 年度公設工業試験研究所等にお

ける機器設備拡充補助事業」などの外
部資金を活用したガスクロマトグラフ
質量分析装置及び冷熱衝撃試験機を導

入（再掲）のほか、試験計測機器（粒
径分布測定装置、吸音率測定システ
ム）の計画的な整備を進めた。また、

ホームページにおいて、ＫＩＳＴＥＣ
の特徴的な技術支援事例の強化・公開
を推進し、事業収入の確保に努め、感

染症の出口が見えた３月単月では過去
最高の試験計測収入をあげるなど、約
4.3 億円の技術支援収入をあげた（令和

３年度約４億）。また、新たな評価分野
として高信頼性セラミックス評価を立
ち上げるなど、今後の事業収入確保に

向けた取組を実施した。 

・令和３年度に定めた試験料金改定手順
書に従い、受益者負担額の実費増減を

反映させるための単価改定による試験
料金改定を４月に実施した。一方、改
定後にも光熱費の急激な高騰等が進ん

だため、再度の光熱費見直しを検討
し、令和５年４月の試験料金再改定を
決定した。また、例年実施している技

術支援ニーズに基づいた試験項目の見
直しについては、四半期ごとに試験計
測項目の新設・削除等を行い、料金表

の改定を継続的に実施した（新設 71

件、削除 43 件）。 

 

 

【実績に対する評価】 

ホームページ等を活用した広報を強
化・推進し、感染症の出口が見えた３
月単月では過去最高の試験計測収入を

あげた。また、受益者負担額の実費増
減を反映させるための単価改定による
試験料金改定に加えて、光熱費の急激

な高騰等に対応した再度の光熱費見直
しを検討し、令和５年４月の試験料金
再改定を決定した。 

ライフサイエンス系評価分野では、
新型コロナウイルス感染症対策として
企業による積極的な製品開発が進んだ

令和３年度に比べ、収入が減少した
が、新たな評価分野として高信頼性セ
ラミックス評価を立ち上げるなど今後

の事業収入確保に向けた取組を実施し
た。 

競争的資金の獲得については、外部

機関と連携をとりながら、数多くの申
請を行った結果として、約 8.6 億円の
外部資金を獲得した。 

以上のように、各事業で顧客ニーズ
の把握、業務実施手順の見直し等によ
る効率化を進め、年度計画を着実に実

施し、各事業における事業収入増に取
り組んだことを評価する。 

 

【課題】 

(1) 事業収入の確保 

将来を見据え策定した機器導入計画
の実施には、継続的な収入確保並びに
新技術に素早く対応できる人材の育成

と確保が必要であり、将来の収入増に
寄与する利用者の潜在的ニーズ把握を
継続的に実施することも必要。 

S 
 

A 
 

試験料金改定により、受益者

負担額に実費の増減を反映させ

るとともに、光熱費の急激な高

騰等にも対応し、年度計画に記

載された事項を計画どおり実施

している。 

一方で、特徴的な技術支援事

例の強化・公開を推進し、試験

計測収入は増加しているもの

の、競争的資金については、不

採択等により減少しているた

め、全体として事業収入は予算

額と比較して減少している。 

以上のことから、法人の評価

はＳであるが、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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(2) 競争的資金の獲得 

研究開発等の業務の一層の充実
を図るため、構築したネットワー
ク、蓄積されたノウハウ等を活用

し、提案公募型の競争的資金の獲
得に努める。 

 

 

・試験計測機器の整備のみなら
ず、来所せずに試験計測等の依

頼・実施・報告が可能な体制を
整備する等、顧客満足度の向上
と収益の向上を目指す。 

 

 

 

 

 

・今後の成長が見込まれる分野

への先行投資として、補助金等
の外部資金を活用することによ
り、機器の整備等を実施する。 

 

・人材育成事業における受講者
数および受講料収入の確保に向

けて、受講者のニーズを踏まえ
て、研修・講座の見直しを適時
行う。 

・本計画を着実に実施、効率化
を進めることで、各事業におけ
る事業収入の確保と収入増に向

けて取り組む。 

 

 

 

 

(2) 競争的資金の獲得 

・産技総研の研究レベルの向上
や企業支援に結び付く提案公募
型の競争的資金に関する情報収

集を行い、獲得を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・宅配便による試験品・サンプルの受付
等の利用案内を積極的に進めるととも

に、ホームページの問い合わせフォー
ムや電子メールによる技術支援受付へ
誘導する対応を所内で周知徹底するこ

とで利用者の来所機会低減を図った。
また、問い合わせから対応までの目安
期間を職員向けに再周知するなど、顧

客満足度向上への活動も引き続き実施
した。 

・（公財）ＪＫＡが実施する「公設工業

試験研究所等における機器設備拡充補
助事業」を活用し、ガスクロマトグラ
フ質量分析装置及び冷熱衝撃試験機の

導入を実施した。 

・人材育成事業の受講者数回復ならびに
受講料収入確保に向けて、研修・講座

のプログラムや構成の見直しを積極的
に進め、18件の新規講座を実施した。 

 

・各事業で顧客ニーズの把握、業務実施
手順の見直し等による効率化を進め、
本計画中の「第１ 住民に対して提供

するサービスその他の業務の質の向上
に関する目標を達成するためとるべき
措置」において１～５の項目に掲げた

計画を着実に実施し、各事業における
事業収入増に取り組んだ。 

(2) 競争的資金の獲得 

・研究レベル向上や企業支援に結び付く
技術力の向上のため、次年度の獲得に
向けて、「地域ＤＸ促進活動支援事業」

「成長型中小企業等研究開発支援事業
（Go-Tech 事業）」（経済産業省）、「未
来社会創造事業」「戦略的創造研究推進

事業（CREST）、研究成果最適展開支
援プログラム（A-STEP）、さきがけ等
戦略的創造研究推進事業」（ＪＳＴ）、

「公設工業試験研究所等における機器
設備拡充補助事業」「同人材育成事業」
「同共同研究事業」（ＪＫＡ）、「人工知

能活用による革新的リモート技術開
発」（NEDO）、「医工連携イノベーショ
ン推進事業」及び「再生・細胞医療・

遺伝子治療実現加速化プログラム」（国
立研究開発法人日本医療研究開発機構
（AMED））、「科学研究費助成事業

（科研費）」（文部科学省・ＪＳＴ）等
の申請を外部機関と連携をとりながら
行った。 

また、日本学術振興会「科学研究費

 

(2) 競争的資金の獲得 

競争的研究開発資金への積極的な申
請を促したことにより、Go-Tech 事業
など採択されている。しかし、並行し

て技術支援業務にも貢献している職員
も多く、業務バランスが課題となって
いる。 
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・提案公募型の競争的資金の獲
得に向けて、他機関との連携等

を積極的に進める。 

 

 

 

補助金」10 件、ＪＳＴ「CREST」１
件、及び AMED「医工連携イノベーシ

ョン推進事業」１件、（公財）ＪＫＡ
「公設工業試験研究所等における機器
設備拡充補助事業」２件、及び「公設

工業試験研究所等における人材育成事
業」１件、経済産業省「Go-Tech 事
業」３件等を他機関と連携して令和４

年度より新規に 21 件の競争的資金を獲
得した。 

これらの競争的資金を含め、約8.6億

円の外部資金を獲得した。 

・産学公事業化促進研究の連携体を活用
した外部資金申請をはじめ、大型の外

部資金獲得に向けて他機関との連携活
動を積極的に進めた。また、具体的な
企業との事業化に向けた社会実装の大

型共同研究実施に向けた検討を行っ
た。 
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小項目 12 

 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第３ 財務内容の改善に関する事
項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

運営経費などの定期的な見直し
を行い、料金の適正化を図る。不

足が予想される財源に応じて予算
配分の最適化に努める。 

また、ベンチャー支援に伴う出

資業務を行う場合には、関連法規
等を遵守し、適切に実施する。 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する
事項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

・事業や提供するサービス内容
は、運営コストに鑑みた定期的

な見直しと改善を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業収入等を財源とする法人
共通管理費を運用し、組織の機
能向上に努める。 

 

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 

（略） 

 

２ 財務運営の効率化 

・地方独立行政法人会計基準等に基づき
適正に会計処理を行うとともに、法人

の維持運営経費については、設備修繕
を中心に、その実施内容を点検し、事
業費用と法人共通管理費用を適切に配

賦した。また、適正な財務運営の実施
に努めるとともに、高騰する光熱費の
維持運営費への影響を把握するため、

企画部経営戦略課、総務部総務課、管
理課が連携して予算執行状況の把握
し、節電・省エネに努めた。 

・事業収入等を財源とする法人共通管理
費の適正かつ効果的に運用するため、
財源配賦の考え方や役員査定の導入な

ど運用方法の改善を実施するとともに
役員による配賦検討会議を開催した。
これにより事業収入や財源が不足する

事業（ＤＸ推進に係る費用等）での事
業費や不足する電気代等へ財源追加を
決定するなど、着実な事業実施とそれ

による組織の機能向上に努めた。 

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

地方独立行政法人会計基準等に基づ

き適正に会計処理を行うとともに、適
正な財務運営の実施に努めた。また、
高騰した光熱費については、社会情勢

を早い時期から注視し、所内全体の執
行状況を更新し、関係部署（企画部・
総務部）が連携しながら高騰にかかる

費用への対応を検討し、節電・省エネ
に努めたことを評価する。 

法人共通管理費の運用について新た

な取り組みを進め、組織の機能向上に
努めたことを評価する。 

 

【課題】 

光熱費の高騰については、今後も随

時状況を把握していく必要がある。 

 

A A  光熱費の高騰への対応につい

ては、早期に対応を検討し、節

電・省エネに努めるなど、年度

計画に記載された事項を計画ど

おり実施している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 

  

中
期
目
標 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

（略） 

２ 財務運営の効率化 

財務運営の定期的な見直し、効率化を図ることにより、限りある経営資源の有効な活用を徹底する。また、出資業務を行う際は、その適切な執行に努める。 
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小項目 13 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

１ 社会的責任 

コンプライアンスについて、法令はもとより社会的規範を遵守することにより、県民からの信頼を確保する。 

情報管理、情報公開については、業務を通じて収集した個人情報、新技術や新製品の開発データ等の管理を適切に行う。併せて、県民に開かれた公設試験研究機関として、適切に情報公開を行うこ
とにより、公正で透明性の高い業務運営を図る。 

また、全ての事業活動を通じて、カーボンニュートラルや環境保全等に取り組み、ＳＤＧｓの実現に貢献する。 

さらに、利用者が安全に利用できる環境の整備を図るとともに、職員が安心して働けるように安全衛生に配慮した職場環境の改善に努める。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重

要事項の目標を達成するためとる
べき措置 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

法令・社会的規範等の遵守や高
い倫理性をもった業務活動を徹底

するため、理事長のリーダーシッ
プの下、不正防止策、コンプライ
アンス研修・啓発活動を改善、強

化していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９ その他業務運営に関する

重要事項の目標を達成するため
とるべき措置 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

・コンプライアンスに係る教育
及び啓発活動の年次計画を作成

し、年次計画に基づいて研修及
び啓発活動を効果的に実施す
る。 

 

 

 

 

・不正通報窓口、ハラスメント
に係る相談窓口において、職員

等からの相談に適切に対応す
る。 

・文部科学省をはじめとした国

の競争的資金に係るガイドライ
ンを遵守する。 

 

 

 

 

・特に研究活動については、研
究活動に関わる職員に対し、研
究倫理講習を実施し、その効果

測定を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９ その他業務運営に関する重要事項

の目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 社会的責任 

(1) コンプライアンス 

・新たに「コンプライアンス教育・啓発
活動の実施計画」に基づき、関係所属

が連携し、法規範、所内規範、倫理規
範や不正防止についての教育研修（研
究費使用ルール説明会や「コンプライ

アンス研修・研究倫理教育」講習会
等）及び啓蒙活動（部長モニタリング
の実施や所内ポスター提示等）を計画

どおり実施した。 

・ハラスメントの所内及び外部相談窓口
を再周知し、職員からの相談に適切に

対応し、令和４年度は３件のハラスメ
ント事案について対応を行った。 

・文部科学省をはじめとした国の競争的

資金に係るガイドラインを遵守するた
め、ガイドラインの内容変更や新たに
適用される規範について確認し、全職

員を対象とした「コンプライアンス研
修・研究倫理教育」（８月）をオンライ
ン講習会により実施した。 

・全職員を対象とした「コンプライアン
ス研修・研究倫理教育」では、教育項
目毎の効果測定を必須とし、特に研究

活動に関わる職員に対しては、これま
での内部監査結果への対応方針や点検
項目の再周知を行った。 

 なお、令和４年度の研究費内部監査
は、科研費研究及びＪＳＴ委託研究費
等を対象として、令和３年度の事業実

施後の終了監査を 11～12月にかけて実
施し、不正防止に向けて資産管理方法
の改善等を周知した。 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) コンプライアンス 

新たに策定した「コンプライアンス
教育・啓発活動の実施計画」に基づ

き、関係所属が連携し、不正防止につ
いての教育研修及び啓発活動を計画ど
おり実施したことで、年間を通じてコ

ンプライアンスの意識醸成を図ること
ができた。 

ハラスメントの所内相談窓口及び外

部相談窓口を適宜周知し、職員からの
相談に適切に対応し、令和４年度は３
件のハラスメント事案の対応を行った

点を評価する。 

 

(2) 情報管理、情報公開 

情報公開について、令和４年度は２
件の情報公開請求に対し適切に公開し
たこと、初めての取組みとして、財務

諸表等の解説を作成し、ホームページ
上で公開したことを評価する。 

リモートワーク導入にあたっては、

情報管理手段を見直し、各種基準等の
規程類の改正できたことを評価する。 

また、ホームページの画面構成や内

容の大幅な見直し、低階層化をはじめ
としたディレクトリ構造の大幅な改善
により、よりユーザビリティの高いホ

ームページの実装を実現し、積極的な
情報公開を推進することができた。 

 

(3) 環境保全 

化学物質、高圧ガスの管理や有害物
質等の測定を適切に実施するととも

A 
 

A 
 

 教育研修や講習会等を計画

どおり実施したほか、財務諸表

等の解説を作成し、ホームペー

ジ上に公開したことなど、年度

計画に記載された事項を計画ど

おり実施している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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(2) 情報管理、情報公開 

情報セキュリティに関する研修
を定期的に実施し、職員の情報管
理に関するリテラシー向上に努め

る。業務を通じて収集した個人情
報、新技術や新製品の開発データ
等の管理を徹底する。さらに、情

報の重要度に応じた適切な情報管
理を行っていく。 

また、県民や利用者の信頼を確

保するため、公正で透明性の高い
業務運営を行い、適切な情報公開
に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 環境保全 

全ての事業活動において、ＳＤ

Ｇｓの実現に貢献するため、省エ
ネルギーや資源のリサイクルなど
に努めるとともに、業務のペーパ

レス化等に取り組み、カーボンニ
ュートラルにつながる活動を推進
する。また、化学物質等による環

境汚染等を未然に防止するため、

・法規範、所内規範、倫理規範
について内容の変更や廃止の有

無、新たに適用されうる規範に
ついて適宜調査するとともに、
対応の要否を検討し、必要な対

応の実施とプロセスを記録す
る。 

(2) 情報管理、情報公開 

・県民や利用者の信頼を確保す
るため、公正で透明性の高い業
務運営を行い、適切な情報公開

に努める。 

 

 

・事業内容や運営状況を適切に
公開できるように、ホームペー
ジの画面構成や内容を適宜見直

し、更新していく。 

 

 

 

 

 

 

・リモートワーク導入に向け
て、所内で共有する情報のリス

ク評価等、情報の整理を実施し
た上で、共有手段や情報管理手
法の見直しを実施する。 

・保有する情報資産の部ごとの
機密性、完全性、可用性の評価
を明らかにしてリスク評価を行

い、機密性と完全性、可用性と
のバランスを考慮した情報管理
を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 環境保全 

・海老名市及び周辺地域と締結

している環境安全協定に基づ
き、周辺環境の保全を図るため
に、排水や排ガス中の有害物質

等を測定する自己監視測定を実
施する。 

 

 

・法規範のうち、環境保全及び労働安全
に関連する法的要求事項一覧に関して内

容の変更や廃止の有無、新たに適用され
うる法令等について、本部・支所を含め
た全所に調査を実施し、対応の要否を検

討・確認、全所で取り纏めたうえで、所
内にて情報共有を行った。 

(2) 情報管理、情報公開 

・県民や利用者の信頼を確保するため、
公正で透明性の高い業務運営を行い、
令和４年度は、２件の情報公開請求に

対し、適切に対応するとともに、新た
に財務諸表等の解説を作成し、ホーム
ページ上で公開した。 

・公式ホームページに関して、事業内容
や運営状況を適切に公開出来るよう
に、スマートフォン対応をはじめとし

た画面構成や、伝わり安さを意識した
画面構成へ大幅に見直したほか、利用
者が必要な情報にスムーズに到達でき

るよう、低階層化をはじめとしたディ
レクトリ構造を改善することにより、
ユーザビリティ向上のための大幅なリ

ニューアルを実施した（１月）。 

・リモートワーク導入に向けて情報管理
手段を見直し、規程類（ＩＴ基盤機器

導入運用基準、ＩＴ機器利用基準、メ
ール運用基準基準、私有ＩＴ機器・電
子媒体利用基準）の改正を実施した。 

・情報セキュリティポリシー要綱、情報
セキュリティ対策要領、情報資産重要
度評価・管理手順書等に従い、各課単

位にて実施した情報資産のリスク評価
の結果に基づき、ファイル基準表を見
直したうえで、新たに電子文書保存用

の専用ファイルサーバを構築した。 

 また、所内起案決裁の電子化に取り組
んだ他、ネットワークスキャナの活用

推進等ペーパレス化につながる取組を
実施した。また、会議室の Wi-Fi 環境
整備について、課題を抽出し令和５年

度の導入計画を策定した。 

(3) 環境保全 

・海老名市及び周辺地域と締結している

環境安全協定に基づき、化学物質、高
圧ガスなどの自主管理を実施するとと
もに、排水や排ガス中の有害物質等の

測定（大気環境測定年６回等）を実施
した。また、同協定に基づき、年１回
開催することとなっている環境安全管

理協議会を開催し、化学物質、高圧ガ

に、環境安全管理協議会を開催し、海
老名本部における環境汚染未然防止状

況等を報告したことを評価する。 

全館の空調機の冷暖房運転にあたり
温湿度のこまめな調整により一定の効

果を上げるとともに玄関ホール照明の
スイッチ設定の見直しやＬＥＤ化によ
り最低限の照度を確保しながら消費電

力の低減に努め、ＳＤＧｓの実現やカ
ーボンニュートラルにつながる省エネ
への取組みを行ったことを評価する。 

 

(4) 安全衛生 

毎月、安全衛生委員会を開催し、所

内安全点検を実施し、所内の安全改善
に向けた活動を推進したことを評価す
る。 

実験棟渡り廊下の雨漏りの原因を調
査し、効果的な屋上防水工事や付近の
床清掃を実施するなど衛生上の課題解

決することにより環境改善に努めたこ
とを評価する。 

「心の健康づくり計画」に基づき、

メンタルヘルスケアに関する研修着実
に実施し、メンタルヘルスに関する理
解増進に努めたことを評価する。 

 

【課題】 

(1) コンプライアンス 

コンプライアンスの意識醸成を常に
図るために、教育研修や啓蒙活動を継
続して実施するとともに、その内容に

ついても随時見直していく必要であ
る。 

(2) 情報管理、情報公開 

公式ホームページのリニューアルに
関して、ＳＥＯ対策（検索順位を上方
に持ってくるための取り組み）につい

て、個別最適と全体最適の調整を図る
ため所内横断的な組織を構成したうえ
で、検討を行っていく必要がある。 

業務を進めるにあたって、依然とし
て課題となっている海老名本部のネッ
トワークの高速化や利便性向上への対

応や、各種所内情報システムのユーザ
ー情報の一元化や情報資産の共有化が
課題である。 

(3) 環境保全 

今後も、着実に省エネの取組みを継
続する必要がある。 

業務や化学物質等で使用しているシ
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自己監視測定等を定期的に実施す
るなど、環境保全に配慮した活動

を徹底する。 

 

 

 

 

(4) 安全衛生 

安全衛生委員会において、職員
や利用者に安全かつ良好な環境を
提供するため、設備・環境の改善

など、必要な取組を企画・実施
し、労働災害の防止と職員の健康
増進に努める。 

 

 

 

 

・ＳＤＧｓの実現やカーボンニ
ュートラルにつながる活動とし
て、業務のペーパレス化に取り

組む等、省エネルギーや資源の
リサイクル等に努める。 

(4) 安全衛生 

・定期的に安全衛生委員会を開
催し、労働環境等の継続的改善
を実施するとともに、労働災害

の防止と職員の健康増進に努め
る。 

・安全衛生委員会の意見等を踏

まえ、所内環境改善に向けた整
備を実施する。 

 

・「心の健康づくり計画」に基づ
き、職員の心の健康づくり、活
気のある職場づくりに取り組

む。 

 

 

スなどの管理状況や有害物質等の測定
結果の報告を行った。 

・全館の空調機の冷暖房運転にあたり温
湿度のこまめな調整を実施するととも
に、玄関ホール照明のスイッチ設定の

見直しやＬＥＤ化により消費電力の低
減に努めた。 

 (4) 安全衛生 

・毎月１回安全衛生委員会を開催し、事
業所（海老名本部及び溝の口支所）ご
とに安全点検を実施することで、職員

の労働環境の改善、労働災害防止への
取組を進めた。 

・職員から衛生上の課題として申し出の

あった実験棟５階の雨漏りについて、
実験棟屋上通路防水補修工事を実施す
るなど、所内環境改善に努めた。 

・「心の健康づくり計画」に基づき、メ
ンタルヘルスケアに関する研修を全職
員向け、管理監督者向けに分けてオン

ライン形式で実施した（１～２月）。 

 

 

ステムが古くなっており、システムの
更新検討が必要である。 

(4) 安全衛生 

巡回点検や安全衛生委員会において
課題抽出した所内横断的な課題につい

て、効果的かつ着実な課題解決を実施
していく必要がある。 
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小項目 14 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（略） 

２ 施設等の有効活用 

施設整備や修繕について、中長期的な計画を策定のうえ取り組むとともに、適切な維持管理を行うことにより、良好な状態を維持し、施設の長寿命化を図る。 

また、中小企業等のニーズの変化に柔軟に対応した機器整備を行うことにより、試験計測や技術開発などのサービス向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重

要事項の目標を達成するためとる
べき措置 

（略） 

２ 施設等の有効活用 

(1) 施設の適切な維持管理  

施設の点検を定期的に実施し、

適切な維持管理を行うとともに、
長寿命化に向け、第一期中期計画
期間に作成した中期修繕実施計画

（10 年計画）に基づいて、計画的
な施設の整備に努める。また、第
二期中期計画期間の後半に、中期

修繕実施計画の見直しを行い、第
三期中期計画期間以降の次期中期
修繕実施計画（10 年計画）を作成

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 機器整備によるサービスの向
上 

技術相談等の業務を通じて蓄積さ
れる情報や研究開発動向等によ
り、中小企業等のニーズに即応し

第９ その他業務運営に関する

重要事項の目標を達成するため
とるべき措置 

（略） 

２  施設等の有効活用 

(1) 施設の適切な維持管理  

・「神奈川県立産業技術総合研究

所修繕実施計画」に従って、施
設の老朽化に対応し、長寿命化
を積極的に推進する。 

・レイアウト委員会等を活用し
て、施設内の有効利用を進め
る。 

・随時職員から施設不具合や改
善提案を収集し、老朽化の修繕
や新型コロナウイルス感染症対

策等を含めた施設内の改善を立
案実施する。 

 

・施設を活用し、近隣小学校に
学習の場所を提供する等地域共
生・貢献を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  機器整備によるサービスの
向上 

・補助金等を活用し、最新の設
備機器を整備する。 

 

第９ その他業務運営に関する重要事項

の目標を達成するためとるべき措置 

（略） 

 

２  施設等の有効活用 

(1) 施設の適切な維持管理  

・「神奈川県立産業技術総合研究所修繕

実施計画」に従って、特殊空調用チラ
ー改修工事、空気調和機（ＡＨＵ）改
修工事を実施した。 

・施設内スペースの有効利用のため、該
当する事業部間で調整し、部屋管理や
備品管理の所管変更等を行った。 

・巡回点検や職員提案により収集した不
具合箇所について、故障により漏電の
原因となっていたクリエイティブルー

ム内のファンコイル部品の交換工事や
トイレの排水管詰まりなどの修繕工事
を実施した。 

・隣接する小学校との地域交流事業とし
て、正面ロータリーの花壇に、２学年
児童 158 名が花の植栽を行った。実施

にあたっては、マスク着用の徹底やク
ラスごとに分散して植栽するなど、新
型コロナウイルス感染症への対策を講

じた。 

 また、社会福祉法人に建物周辺や敷地
内グランド内の除草作業及び正面ロー

タリー付近の手入れ作業を委託したほ
か、所内でのパン・菓子類販売の機会
を毎月２回提供し、地域共生・貢献を

推進した。 

(2)  機器整備によるサービスの向上 

・（公財）ＪＫＡが実施する「公設工業

試験研究所等における機器設備拡充補
助事業」を活用し、ガスクロマトグラ
フ質量分析装置及び冷熱衝撃試験機を

 

 

 

 

【実績に対する評価】 

(1) 施設の適切な維持管理 

大規模修繕工事の計画的な実施とあ

わせて、ファンコイル部品交換やトイ
レの排水管詰まりなど予期せぬ故障等
の修繕についても、迅速かつ適切な維

持管理に努めたことを評価する。 

地域との交流事業を着実に実施した
こと、社会福祉法人を通じて障害者の

就労の場を提供し、地域共生・貢献を
推進したことを評価する。 

 

(2) 機器整備 

燃料費高騰の所内財源への影響が読
めず、所内全体で節減を進め、機器の

整備についても、更新する機器を厳選
し、更新計画を見直することで、令和
４年度の支出を抑えるとともに、外部

資金を有効に活用し、中小企業のニー
ズに対応した設備機器を導入すること
ができたことを評価する。 

 

【課題】 

(1) 施設の適切な維持管理 

施設の老朽化に伴う維持管理費の増
加が見込まれているため、引き続き計
画的な改修による経費節減が課題であ

る。 

 

(2) 機器整備 

機器整備に充当可能な自主財源は限
られており、新規導入・更新計画から
漏れる、または更新が遅れる多くの機

A 
 

A 
 

修繕計画に基づき着実に実施

しているほか、光熱費高騰の影

響による機器更新計画の見直し

や外部資金を有効に活用し、中

小企業のニーズに対応した設備

機器の導入など、年度計画に記

載された事項を計画どおり実施

している。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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た機器整備を行う。 

 

 

 

 

・設備機器等の導入について

は、利用実績等の情報に基づい
た機器整備計画を継続的に修
正・改善し、利用者である中小

企業等のニーズや費用対効果の
高い機器等を優先的に整備する
とともに、県の政策課題への対

応に必要な機器等を整備する。 

 

 

 

 

・老朽化した設備機器について

は、整備計画を踏まえた更新・
廃棄を検討・実施し、適切な機
器等の整備に努める。 

・信頼性の高い試験データを提
供するため、機器等の精度を保
持する保守・校正点検等につい

て、必要な費用を積算し、着実
に実施する。 

 

 

導入した（再掲）。 

・燃料費高騰の影響による収入源や所内

財源不足への対応を見据え、更新する
機器を厳選し、更新計画の見直しを実
施した。一方で、ＰＩ会議を中心に中

小企業等のニーズや費用対効果の高い
設備機器を整理して策定した機器整備
計画に基づき、４台の大型機器・設備

を導入した（（公財）ＪＫＡ事業を活用
した２台を含む）。また、デジタルもの
づくり支援を強化する目的で、機器導

入に併せて解析システムの導入を進め
た。 

・海老名本部における老朽化した機器設

備については、４台の大型機器・設備
を更新し（再掲）、合計 19 件の機器設
備を廃棄した。 

・機器の適正な精度を保持するための保
守・校正点検等を着実に実施するため
に定めているＫＩＳＴＥＣ品質マネジ

メントシステム（ＫＱＭＳ）に従って
機器の精度を保持し、信頼ある試験計
測データの提供に努めた。 

 

器も存在し、これらの機器の整理とそ
れに伴う廃棄費用、及び信頼ある試験

計測データを提供するための保守・校
正点検等費用が増加しており、特に、
古い機器の修理費は高額な定額修理費

が設定されることが多く、修理の見極
めが難しい。数多くの機器設備につい
て、費用対効果の観点から効率的かつ

適切に管理・更新・廃棄するとともに
費用を確保することが依然として課題
である。 

また、デジタルものづくり支援で貢
献するシミュレーション解析ソフト等
の導入増により、保守費（年間ライセ

ンス費）が増加しており、費用の確保
と適切な料金設定の検討をする必要が
ある。 

保守点検費の増、修理費の増、保守
費の増があり、また、最新機器は多機
能化しているので、職員間での機器共

用の推進と、機器の年間稼働時間と年
間維持費の的確な把握が必要である。 
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小項目 15 

 

中
期
目
標 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

（略） 

３ 広報の強化 

サービス内容や研究成果等を積極的に広報することにより、認知度の向上、利用者の拡大や研究成果等の普及等を図る。 

 

中期計画 年度計画 業務実績 法人の自己評価 
 神奈川県評価 

評価
区分 

評価 
区分 

コメント 

第９ その他業務運営に関する重
要事項の目標を達成するためとる

べき措置 

（略） 

３ 広報の強化 

ホームページやメールマガジ
ン、展示会、新聞発表、YouTube

等による動画配信など広報ツール

を積極的に活用し、特徴ある保有
設備の仕様や技術支援事例を積極
的に公開する。また、利用者への

技術情報提供を継続的に実施する
ことで、研究成果の普及や、事業
紹介、所有機器等の利用拡大を推

進する。さらに、社会の変化に応
じて新たな広報ツールを活用する
など、認知度向上に努める。 

特に、ホームページの活用にお
いては、ＳＥＯ対策（ホームペー
ジを最適化し、検索順位を上げる

取組）を実施し、広報の有効性向
上を図る。 

 

第９ その他業務運営に関する
重要事項の目標を達成するため

とるべき措置 

（略） 

３ 広報の強化 

・ＳＮＳ（ＹｏｕＴｕｂｅ等）
を含むＷｅｂによる情報発信を
通して、施設・機器紹介や成果

発表、各種イベント、フォーラ
ム・セミナー等の情報をタイム
リーに紹介すると共に、重要情

報については複数の広報ツール
を用いて情報発信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＳＥＯ対策として、ホームペ

ージの構成やコンテンツの見直
しを進めると共に、全体的なリ
ニューアル対応を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・情報関連機器・設備について

第９ その他業務運営に関する重要事項
の目標を達成するためとるべき措置 

（略） 

 

３ 広報の強化 

・公式 YouTube チャンネルを含むホー
ムページを介したデジタルコンテンツ
を活用したオンライン情報発信を強化

し、合計 31 件のデジタルコンテンツを
発信した。オンライン施設公開により
施設・機器を動画で紹介したほか、

「Innovation Hub」のオンライン開催
を通じて研究成果等の発信を行った。 

各種イベント等の情報周知について

は、ホームページやメールマガジン等
により発信するとともに、「KISTEC 

NEWS」等の刊行物にも掲載するな

ど、各種広報ツールの配布目的と配布
先によりＰＲ内容を整理し、複数の広
報媒体を用いて実施した。なお、メー

ルマガジンは 34 号の配信を行い、年間
配信総数 318,599 件であり、前年度規
模の配信数（332,319 件）を概ね維持

しながら、発信する情報コンテンツや
タイトルの改善を行った。 

・ＳＥＯ対策として、ホームページの階

層構造の最適化やコンテンツの修正・
見直しを行い、１月に大規模リニュー
アルを実施した。これにより、事業内

容や運営状況を適切に公開できるよう
画面構成や内容の大幅な見直し、利用
者が必要な情報にスムーズかつ的確に

到達・閲覧できるよう、低階層化をは
じめとしたディレクトリ構造を大幅に
改善し、階層の低層化且つ均一化、ペ

ージ総数や画像データの大幅減を達成
した。 

・海老名本部ネットワーク回線の改修工

 

 

 

【実績に対する評価】 

各種広報ツールの配布目的と配布先

によりＰＲ内容を整理して、より効果
的なＰＲを行えるような広報を進め
た。特に、感染症対策を意識した新様

式に対応した取り組みとして、公式
YouTube チャンネルを通じて、分野別
の技術情報等を定常的に公開した。例

年来所型で開催していた施設公開も中
止せずに、オンライン開催とし、施設
や新規導入した装置の紹介動画を公式

ホームページ上で参加者に公開した。 

また、「Innovation Hub」において
も、オンライン開催を通じて、研究成

果等を参加者に公開し、積極的な技術
情報提供を行った。 

以上のようなオンラインを活用した

取組により、本来は物理的に参加が難
しい対象者の参加を可能にすることで
新様式に対応できたを評価する。ま

た、参加者が時間的な制約に左右され
ない参加を可能にするといった新たな
効果や利点も見い出すことができた。 

また、「Innovation Hub」等の大型
イベントについては、関係機関と連携
してコラボレーション企画を実施する

などの工夫を凝らしたプログラム編成
するなどの広報強化が行えたことや、
イベントのオンライン開催化に合わせ

て前年度に整備・改修した音響機材・
ネットワーク回線設備を活用し、これ
までより質の高い映像・音響の配信を

実現できたことを評価する。 

 

平成 29 年４月の地方独立法人化以

A 
 
 

A 
 

 オンライン開催による施設公

開や研究成果等の公開等、感染

症対策を意識した新様式に対応

しているほか、ホームページの

大規模なリニューアルを実施

し、ユーザビリティの向上を図

ったことなど、年度計画に記載

された事項を計画どおり実施し

ている。 

 以上のことから、法人の評価

は妥当であり、Ａ評価（年度計

画をほぼ 100％達成している）

とする。 
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は、適宜、見直し、性能向上に
取り組む。 

・連携機関のイベントに積極的
に参加し、ＫＩＳＴＥＣの業務
に係る紹介を行う。 

 

 

 

事を実施し、所内基幹回線の性能向上
に取り組んだ。 

・外部機関が実施する 17 件のイベント
を共催するとともに、連携機関のイベ
ントに積極的に参加し、ＫＩＳＴＥＣ

の取組や技術支援事例や研究開発成果
の周知・紹介に努めた。 

また、「Innovation Hub」において

工夫を凝らしたプログラム編成を行う
ことで、関係機関と連携したコラボレ
ーション企画を実施した。 

・伝わる広報を心がけ、30 件の記者発
表を実施し、14件が新聞掲載（うち 13

件が研究もしくは技術支援成果）とな

ったほか、テレビ番組をはじめとした
国内外のメディアでも大きく取り上げ
られる研究成果（再生毛髪の大量調製

革新技術開発プロジェクト）もあっ
た。 

・「ファーマラボEXPO東京（７月 13日

～15 日）」や「CEATEC 2022（10 月
18 日 ～ 21 日 ）」、「 Japan Robot 

Week2022（10 月 19 日）」、「ヘルスケ

ア MaaS が拓く地域コミュニティの未
来 2022（11 月４日～６日）」、「産業交
流展 2022（11 月 19 日～21 日）」、

「nano tech 2023（2月 1日～3日）」、
「テクニカルショウヨコハマ 2023（2

月 1 日～3 日）」に出展し、研究成果の

紹介やＫＩＳＴＥＣの取組についての
県民等への周知や、産業界等への成果
普及を行った。 

 

 

降、重要課題とされながらも実現でき
なかった公式ホームページの大幅リニ

ューアルについて、プロジェクトを立
ち上げ、リニューアルの第一段階とし
て、画面構成や内容の大幅な見直し、

低階層化をはじめとしたディレクトリ
構造の大幅改善、ページ総数や画像デ
ータの大幅減を達成したことを評価す

る。 

 

【課題】 

公式ホームページのリニューアルに
関して、ページ構成やページ自体の充
実化や的確なキーワード設定等をはじ

めとしたＳＥＯ対策（検索順位を上方
に持ってくるための取り組み）を講じ
る必要がある。 

 

 


